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はじめに 

 

 

 産業育成ビジネスマッチング事業は、日本と中央アジア等地域との間の貿易・投資関係の

発展と、対象国の産業多角化ならびに市場経済化促進に資することを目的とする「中央アジ

ア地域等貿易投資促進事業」の一環である。原燃料・一次産品生産に特化した単純な産業構

造を擁する中央アジア諸国にとって、産業多角化が長期的経済発展を図る上で不可欠の要件

であるとの認識に立ち、これを日本企業とのビジネスマッチングを通じて支援することを目

的とする。日本における事業パートナーの発掘を望む現地の業界団体・企業グループの訪日、

あるいは同様に現地における事業パートナーとの出会いを望む日本の企業団体等の現地渡航

を、情報提供や然るべき企業の紹介等によってサポートし、双方の交流活発化による貿易・

投資促進を図る。 

 

 例年、産業育成ビジネスマッチング事業の対象となる案件は、基本的に中央アジア等諸国

の企業グループを対象とする公募を通じて選定する。しかし、2020年初めから始まった新型

コロナウイルスの世界的流行の影響で、感染防止を目的とした日本を含む各国政府の制限措

置が行われ、日本人の現地への渡航、外国人の日本への招聘共に極めて困難な状況が続いて

いる。かかる状況を受け、事業方針の抜本的変更のもと2021年２月に実施したのが、オンラ

インによるバーチャル・イベントを通じてビジネスマッチングを行う「中央アジア・バーチ

ャルEXPO（CAVEX）」である。中央アジア５カ国の企業と日本企業との交流のためのオンラ

イン・プラットフォームを設置し、投資プロジェクトPRのためのウェビナー、現地企業によ

るバーチャル展示会、双方企業によるB2B等を実施するもので、日本のみならず現地側から

も多数の参加を得た。2022年に至るも依然として新型コロナウイルス感染症は終息を見せず、

通常の直接的人的往来を基盤としたビジネスマッチング事業実施の目途が立たないことから、

令和３年度は前年度事業の拡大版となる「第２回中央アジア・バーチャルEXPO（CAVEX II）」

を実施し、オンラインによるバーチャル・イベントを通じたビジネスマッチングを行うもの

とした。 

 

 2022年１月17日（月）～３月４日（金）に開催した「第２回中央アジア・バーチャルEXPO

（CAVEX II）」では、１月17日（月）にオンライン・プラットフォームとなる特設ウェブサイ



トを開設、１週間のプレオープン期間中に特設ウェブサイトを通じて参加各国の基礎情報や

企業・組織を紹介し、B2B（商談会）の受付をスタートした。１月24日（月）からはバーチャ

ル展示会を開催、２月25日（金）までの本開催期間中は１カ国当たり１週間をナショナルウ

ィークとして設定し、投資ウェビナーや企業プレゼンテーション等のビジネスプロモーショ

ン・イベントを集中的に開催した。本開催期間後はフォローアップ期間とし、会期終了の３

月４日（金）まで特設ウェブサイト、バーチャル展示会の運営やB2B（商談会）が続けられ

た。 

 

 本報告書は、令和３年度中央アジア地域等貿易投資促進事業における中央アジア投資環境

整備・ビジネス振興事業の一環として、経済産業省の助成を得て刊行されたものである。

CAVEX IIのカザフスタン・ナショナルウィーク中、２月１日（火）～２日（水）の２日間に

わたって行われたウェビナー「カザフスタンと日本の投資発展の可能性」の概要を中心に、

特設ウェブサイトのカザフスタンページやバーチャル展示会のカザフスタンブースの概要を

記した。 

 

 本事業の開催にあたっては中央アジア各国の投資誘致機関、商工会議所、また在日大使館

等が現地側カウンターパートとなり、参加企業・団体・組織の選定や企業情報の収集、オン

ラインイベントの実施にご協力いただいた。カザフスタンについては、在日カザフスタン共

和国大使館に多大なご尽力をいただいたことに改めて謝意を表する。 

 

2022年３月 

（一社）ロシアＮＩＳ貿易会 

ロシアＮＩＳ経済研究所 
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Ⅰ．ウェビナー記録 
 

１．プログラム 
 

ウェビナー「カザフスタンと日本の投資発展の可能性」 

セッション１:総論 ＆ セッション２: IT分野 プログラム 
 

◆日 付： 2022年２月１日（火） 
◆時 間： セッション１；14:00-15:10（日本時間）／11:00-12:10（カザフスタン時間） 
  セッション２；15:10-16:00（日本時間）／12:10-13:00（カザフスタン時間） 
◆主 催： （一社）ロシアNIS貿易会 
◆協 力： 経済産業省、日本カザフスタン経済委員会、在日カザフスタン共和国大使館 
◆言 語： 日露同時通訳／◆会議システム：Zoom 

 

日本時間 
（カザフ時間） 

プログラム 

14:00-15:10 
(11:00-12:10) セッション１：総論「カザフスタンの投資環境」 

14:00-14:03 
(11:00-11:03) 

◆開会・議事説明 
 輪島 実樹 （一社）ロシアNIS貿易会 ロシアNIS経済研究所 部長 

14:03-14:08 
(11:03-11:08) 

◆日本側来賓挨拶 
 髙原 一郎 日本カザフスタン経済委員会 会長／丸紅㈱ 取締役副会長 

14:08-14:29 
(11:08-11:29) 

◆カザフスタン側報告「カザフスタンの投資環境」 
 ジャンドス・テミルガリ 国営企業「カザフインベスト」副総裁 

14:29-14:47 
(11:29-11:47) 

◆カザフスタン側報告「アスタナ国際金融センターの可能性」 
 マラト・ビリムジャン アスタナ国際金融センター地域協力ディレクター 

14:47-14:55 
(11:47-11:55) 

◆カザフスタン側報告「カザフスタン民営化への参加の可能性」 
 ジャナスィル・オスパノフ 株式会社「情報会計センター」会長 

14:55-15:00 
(11:55-12:00) 

◆日本側コメント 
 尾上 修平 住友商事㈱ アルマティ支店長 

15:00-15:10 
(12:00-12:10) 

◆カザフスタン側コメント 
 ジャンドス・テミルガリ 国営企業「カザフインベスト」副総裁 

15:10-16:00 
(12:10-13:00) セッション２：テーマ別分科会「IT分野における協力の可能性」 

15:10-15:13 
(12:10-12:13) 

◆開会・議事説明 
 輪島 実樹 （一社）ロシアNIS貿易会 ロシアNIS経済研究所 部長 

15:13-15:26 
(12:13-12:26) 

◆カザフスタン側報告「アスタナ・ハブの可能性」 
 アミルハン・エスケンディル 国際ITスタートアップ・テクノパーク「アスタナ・ハブ」 
 国際関係・投資・輸出オフィスマネージャー 

15:26-15:35 
(12:26-12:35) 

◆CAVEX IIカザフスタン出展企業プレゼンテーション① 
 マディナ・ウムルザコヴァ 有限責任事業組合「Cerebra.ai」 事業開発部長 

15:35-15:40 
(12:35-12:40) 

◆CAVEX IIカザフスタン出展企業プレゼンテーション② 
 グリサヤ・オミラリ OQUDA株式会社 事業開発部長 

15:40-15:46 
(12:40-12:46) 

◆CAVEX IIカザフスタン出展企業プレゼンテーション③ 
 ダウレン・バジロフ 有限責任事業組合「Clockster」事業開発部長 

15:46-15:53 
(12:46-12:53) 

◆日本側コメント 
 坂口 憲一 ㈱テクノソリューション 取締役事業部長 

15:53-16:00 
(12:53-13:00) ◆カザフスタン側コメント／閉会 
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ウェビナー「カザフスタンと日本の投資発展の可能性」 
セッション３: 医療分野 ＆ セッション４: 鉱業・冶金分野 プログラム 

 
◆日 付： 2022年２月２日（水） 
◆時 間： セッション３；14:00-15:10（日本時間）／11:00-12:10（カザフスタン時間） 
  セッション４；15:10-16:00（日本時間）／12:10-13:00（カザフスタン時間） 
◆主 催： （一社）ロシアNIS貿易会 
◆協 力： 経済産業省、日本カザフスタン経済委員会、在日カザフスタン共和国大使館 
◆言 語： 日露同時通訳／◆会議システム：Zoom 
 

日本時間 
（カザフ時間） 

プログラム 

14:00-15:10 
(11:00-12:10) セッション３：テーマ別分科会「医療分野における協力の可能性」 

14:00-14:04 
(11:00-11:04) 

◆開会・議事説明 
 輪島 実樹 （一社）ロシアNIS貿易会 ロシアNIS経済研究所 部長 

14:04-14:06 
(11:04-11:06) 

◆カザフスタン側代表挨拶 
 サブル・エシムベコフ 駐日カザフスタン共和国特命全権大使 

14:06-14:09 
(11:06-11:09) 

◆カザフスタン側代表挨拶 
 エルハト・イスカリエフ 有限責任事業組合「SK-Pharmacy」会長 

14:09-14:31 
(11:09-11:31) 

◆カザフスタン側報告「医薬品のシングルディストリビューター」 
 アイグリ・スィズディコヴァ 有限責任事業組合「SK-Pharmacy」戦略部長 
◆カザフスタン側報告「医療機器システムの改良」 
 アスィルハン・アシルベコフ 同 医療機器調達モニタリング部長 

14:31-14:44 
(11:31-11:44) 

◆カザフスタン側報告「カザフスタンにおける医薬品製造の現地化」 
 サイダ・エルデンベコヴァ カザフスタン製薬企業「Medservice Plus」事業開発部長 

14:44-14:47 
(11:44-11:47) 

◆カザフスタン側コメント 
 マルス・マフムトフ 株式会社「アクチュブレントゲン」 常務 

14:47-14:53 
(11:47-11:53) 

◆日本側コメント 
 山田 紀子 ピー・ジェイ・エル㈱ 代表取締役社長 

14:53-15:10 
(11:53-12:10) ◆質疑応答 

15:10-16:00 
(12:10-13:00) セッション４：テーマ別分科会「鉱業・冶金分野における協力の可能性」 

15:10-15:13 
(12:10-12:13) 

◆開会・議事説明 
 輪島 実樹 （一社）ロシアNIS貿易会 ロシアNIS経済研究所 部長 

15:13-15:23 
(12:13-12:23) 

◆カザフスタン側報告「国営鉱業企業『タウケン・サムルク』について」 
 ダニヤル・ムィルザフメトフ 国営鉱業企業「タウケン・サムルク」 

    投資・マーケティング部長 

15:23-15:34 
(12:23-12:34) 

◆カザフスタン側報告「YDD CorporationおよびAsiaFerroAlloysについて」 
 アスハト・ジルバエフ 有限責任事業組合「YDD Corporation」 

 コマーシャルディレクター 

15:34-15:41 
(12:34-12:41) 

◆日本側コメント 
 西野 元樹 アドバンストマテリアルジャパン㈱ 営業本部長 

15:41-16:00 
(12:41-13:00) ◆質疑応答／閉会 
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２．報告・コメント・質疑応答  

 

◆セッション１：総論「カザフスタンの投資環境」  

 

(１)ジャンドス・テミルガリ 国営企業「カザフインベスト」副総裁 

報告「カザフスタンの投資環境」 

 

 本日のイベントにご参加いただいた皆様に御礼を申し上げる。このようなイベントがカザフ

スタンと日本の経済協力の発展に重要な役割を果たすということは言うまでもない。本日は私

の報告の中で、カザフスタンの投資ポテンシャル、我が国の支援策、カザフインベストの活動

をご紹介したい。  

 今日のカザフスタンは、国全体がいくつもの新しいチャンスや利益を生むビジネスの大きな

可能性を秘めている。カザフスタンのキーファクターをいくつか挙げると、まず国土面積が世

界で第９位である。面積的には世界の大国の１つということになる。人口は1,900万人。すべて

の国と友好的な関係にある。中央アジア最大の経済規模を誇り、GDPは1,700億ドルを超える。

これは我が国以外の４カ国の合計よりも大きな額である。そのため、１人当たりGDPも中央ア

ジアで最も高く、世界銀行のデータで上位中所得国とランクづけられている。また、カザフス

タン経済には中央銀行とは別に国家基金があり、外貨準備高は合計で900億ドルを上回ってい

る。これが世界経済の危機的状況下での経済的安定を保証している。  

 1991年の独立以降30年間で、カザフスタンは3,800億ドル以上の外国直接投資を誘致し、地域

で最大の外国直接投資受け入れ国となった。日本はカザフスタンにとって、アジアにおける貿

易・経済のキーパートナーの一国であり、我が国への投資国トップ10にも入っている。つい先

日、カザフスタンと日本は国交樹立30周年を祝った。両国の貿易高は年間10億ドルを超えてい

る。また日本企業は我が国で積極的に活動され、カザフスタンには40社以上、日本の資本が参

加した法人が事業を行っている。これらは我々の協力の大きな可能性を証明している。  

 カザフスタンと日本の経済関係指標では、2020年以降のコロナ禍で経済関係の数値はそれま

でに比べると減少したが、我々は2021年の数値、そして2022年の数値についても楽観的な目で

見ている。なぜなら、いくつかの日本企業との間で、新たなプロジェクトも検討されているか

らだ。日本企業の皆様を、我が国とのより緊密な二国間関係にお招きしたい。  

 さて、カザフスタンが魅力的な投資先であることはすでに申し上げたが、これからその理由

をお話ししたい。カザフスタンはユーラシア大陸の中央に位置し、豊富な天然資源、効率的な

生産、良好な投資環境を誇っている。また国による全面的な投資・経済環境整備への支援が行
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われている。投資家の権利の保護、相対的に安価で熟練した労働力を提供している。  

 我が国は戦略的な立地、欧州とアジアを結ぶ大陸間横断輸送回廊の交差点に位置する。中央

アジア諸国や中国、カスピ海西部諸国など、５億人以上の消費者に直接アクセスできる市場を

もっている。さらに東に行けば、ASEAN諸国を含むアジア諸国がある。また、「一帯一路」構想

でもカザフスタンは重要な役割を担っている。同構想の主要な陸路の25％にあたる3,000㎞以上

がカザフスタンの国土を通過しているためである。中国から欧州への新しいルートでは、輸送

時間が大幅に短縮され、現時点で約15日前後となり、海路の３分の１～４分の１の期間での輸

送が可能である。これは中国、東アジア、日本からEU諸国への輸送を念頭に置いている。  

 この10年間でカザフスタン政府はインフラ整備に300億ドル以上を投資してきた。また中国

をはじめ多くの国々との貿易・経済関係の協定を結んでいる。我が国はWTO、ユーラシア経済

連合、上海協力機構など重要な国際機関、国際的な連合の正式な加盟国である。カザフスタン

はグローバル市場へのゲートウェイとしてマルチモーダル輸送の機会を提供している。カスピ

海にも面しているため、カスピ海沿岸諸国との流通もスムーズに行うことができる。そしてEU

を含めた市場へのアクセスが可能である。  

 次に豊富な天然資源についてお話ししたい。カザフスタンでは国土の８割以上、２億2,000万

haが農業生産に利用されている。国連食糧農業機関（FAO）によれば、我が国の農地面積は世

界で６番目の広さである。また、カザフスタンは天然資源にも恵まれている。メンデレーエフ

の元素周期表にある105の元素のうち99、ほぼすべての元素が存在する。分かりやすい例で言え

ば、スマートフォンに使用されるレアアースの約９割をカザフスタンで採ることができるとい

う興味深い事実がある。ウランやクロム、銅といった鉱物資源の生産・輸出では、我が国は世

界でトップの位置を占めている。さらに世界銀行の評価によれば、カザフスタンには5,000以上

の未調査の鉱床があり、その価値は46兆ドル以上と言われている。  

 それと並んで、カザフスタンは再生可能エネルギーを重要視しており、大きな可能性をもつ

と考えている。例えばカザフスタンの西部と北部には、「風の廊下」と言われる、常に風が秒速

５ｍで吹いている地域があり、そこでは年間18億kWh以上の潜在能力があると言われている。

また南部地域は、年間2,500～3,000時間の日照時間がある。代替エネルギーではいくつもの新し

い分野が注目されており、例えばグリーン水素に関連した大きなプロジェクトが我が国で策定

されている。  

 カザフスタンはユーラシアの中央にあるため、貿易に関しては多くの有望な、そして活力の

ある市場へのアクセスが可能だが、それに加えて強調したいのは、現在カザフスタンはすでに

コスト効率性の高い製造拠点であるということだ。これはつまり、例えば近隣諸国と比較する

と、カザフスタンでは電力、ガソリンの価格が手頃であることが分かる。ガスの価格は世界で
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最も安い部類に入る。そのため競争力の高い電力、ガソリン、ガスを提供することができる。

だからこそ現在、大きな製造拠点が作られ稼働しているのである。  

 カザフスタンが魅力的な投資先である次の理由は、ビジネス環境である。カザフスタンは力

強く競争力のあるビジネス環境の整備を重視しており、例えばヘリテージ財団のランキングで

は、電子政府開発指数はカザフスタンがCIS諸国中で１位である。また国連貿易開発会議

（UNCTAD）によれば、カザフスタンは2021年、移行経済国の中で最も大きく外国直接投資が

増加した。  

 我々は最良の国際基準に従って投資環境を常に改善している。近年は適切な立法基盤が作ら

れ、投資家の権利を保障する二国間の投資条約が50件、多国間の投資条約が１件締結された。

2017年、カザフスタンはOECD投資委員会の準加盟国となり、国際投資に関する宣言に参加し、

国際的に高い認知度を示している。  

 また、新たな問題に対処するために必要なプラットフォームを確立しているということも強

調したい。戦略的な問題については大統領が議長を務める外国投資家評議会があり、制度的・

継続的な投資家の問題については、首相が議長を務める投資環境整備会議などがある。そのほ

か、アスタナ国際金融センターが、カザフスタンをグローバルなビジネス金融センターとして

位置付けるうえでとても重要な役割を担っている。アスタナ国際金融センターからは私の後に

報告をしていただく。最高の国際基準に従ったコモン・ロー裁判所のシステムなどについても

お話しいただきたいと思う。  

 カザフスタンが投資先として魅力的である次の理由は、熟練した労働力である。カザフスタ

ンは地域で最も高い識字率を誇っている。国連の教育指標では我が国は世界で第35位の位置に

ある。この点は、日本の投資家の皆様にぜひとも注目していただきたい。カザフスタンは多言

語国家だ。国民の英語力も高く、ビジネスを行いやすいことは間違いない。また国費留学プロ

グラムがあり、１万5,000人近くの国内トップクラスの学生たちが世界のトップ100の大学で学

んでいる。これらの若い人々は我が国の技術革新と発展の原動力となる。また、国内には130近

い高等教育機関がある。  

 次は、我が国の政府、国家による全面的な支援についてお話ししたい。投資プロジェクトに

対する包括的な支援には、税制上の優遇措置、つまり各種の補助金や、法人税、付加価値税、

土地税、資産税の免除、そして非財政的な優遇措置、土地やインフラの無償提供などが含まれ

る。これは企業、特にメーカーにとっては非常に重要なポイントであると思う。  

 カザフスタンには13の経済特区と36のインダストリアル・ゾーンがあり、整備されたインフ

ラと幅広い投資優遇措置を保証している。2021年より我が国では、政府との直接契約を可能に

する新たな投資協定の制度が導入された。この協定を締結することで、締結日から25年間、法
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律の安定性が保証される。これは、具体的な投資プロジェクトの参加者が締結できるものであ

る。  

 ではここで、特にご注目いただきたい分野を挙げたい。カザフスタン経済の多角化を目指す

政府は、アグリビジネス、ヘルスケア、輸送・物流、観光、石油化学、エンジニアリングなど

様々な分野で投資の機会を創出している。アグリビジネスの中には食品加工業ももちろん含ま

れる。カザフインベストでは、常に開発のポテンシャルが高い分野、ただいま挙げたような分

野に関して分析を行っており、投資家にとって魅力的なニッチやプロジェクトの可能性を探っ

ている。  

 カザフインベストは経済やビジネスプラン、ファイナンスモデルを含む、170件以上の投資提

案書を作成している。どのプロジェクトにおいても、地元のビジネスパートナーがイニシアチ

ブを発揮してサポートを行う。日本の経済界の皆様、個々の企業の皆様に対する投資提案があ

る。すべて国際的な基準、そして国際的なベストプラクティスに沿った形での作業を行ってい

る。投資家の皆様の決定をお待ちしている。  

 最後に、我々カザフインベストについて簡潔にご説明したい。カザフインベストは政府に代

わって投資に関する交渉役を一手に引き受けている。カザフスタン国内のすべての地域に事務

所をもち、海外にも事務所、代表部をもつ。このネットワークにより、投資プロジェクトのア

イデアから実行、さらに投資後の期間に至るまでワン・ストップでサービスを提供することが

可能である。我々の使命は、外国投資家の皆様にカザフスタンで良好な環境でビジネスをして

いただくための条件を作り出すことである。スライドに掲載されているパートナーは特に規模

の大きな企業だが、彼らは我々のパートナーの一部に過ぎない。  

 強調したいのは、原料・資源分野だけではなく、製造業においても世界有数の大企業がカザ

フスタンを選び、生産拠点の現地化を行っているということだ。特に食品加工や機械製造、石

油化学分野の企業が進出している。金額的には、独立後のカザフスタンに入ってきた外国直接

投資は3,500億ドルに達している。  

 投資家の皆様が我が国をすでに信頼してい

ただいているということは認識しているが、我

が国が投資環境の改善に今後も注力していく

ということをお約束する。カザフインベスト

は、カザフスタンへの投資に関心をお持ちの日

本企業の皆様を総合的にサポートすることを

目指している。   
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(２)マラト・ビリムジャン アスタナ国際金融センター地域協力ディレクター 

報告「アスタナ国際金融センターの可能性」 

 

 我々の機関、アスタナ国際金融センター（AIFC）には、投資リスク低減のためのプラットフ

ォーム、地域投資ハブとしての役割がある。先ほどの報告にもあったが、カザフスタンが大き

な投資の可能性をもつ一国というだけではなく、地域全体のファイナンスセンター、そして直

接投資ハブであることを強調したい。そのため、AIFCはカザフインベストとともに、我々の国

を地域のビジネスセンター、ファイナンスセンター、そして輸送・物流センターにするべく、

大規模な活動を推進している。つまり、ある種シンガポールやドバイのようなものをこの中央

アジアに作るということだ。そしてこの点に関して、AIFCは中央アジア諸国だけでなくコーカ

サス諸国やモンゴルなどユーラシアの国々をも含むすべての地域における、一種の投資リスク

低減ためのプラットフォームなのである。  

 最初に、トカエフ大統領による、地域投資ハブおよび直接投資の地域センターについての理

念をご紹介したい。これは地域からAIFCへのローカリゼーションを意味するもので、投資企業、

投資銀行、国家投資エージェンシー、直接投資基金、その運営会社、コンサルティングファー

ム、その他のブローカーなど、我々には様々な法人・機関をまとめる役割がある。直接投資の

地域センターの創設により、多様化した地域の様々な投資プロジェクトを実現していくことが

できる。大規模な機関投資家や個人投資家の誘致によりAIFCを通じた取引量を増やしていくこ

とで、地域センターとしてのAIFCの魅力を高め、地域へのグローバルファイナンスの窓口を提

供することができるようになる。つまり、カザフスタンの豊かさの向上だけでなく、AIFCには

地域全体のファイナンスセンターとなるという大きな課題がある。我々は金融分野だけでなく、

投資やあらゆる資本分野への技術移転を通じて発展を支援していく。  

 AIFCのケリムベトフ総裁は、AIFCの使命について、革新的な金融商品・サービス開発を促進

すること、そしてそれによってカザフスタンの持続可能な経済発展に大きく貢献することだと

述べている。また資本については、製造資本（製品の生産・加工に関する資本）、金融資本（フ

ァイナンスセンターとしての資本）、社会資本、人的資本、自然資本（天然資源に関する資本）

に分かれている。つまりAIFCの目的は、投資の誘致、技術移転の促進により、カザフスタンだ

けでなく地域全体において、様々な方向に資本を永遠に成長させていく可能性を提供すること

にある。  

 次にAIFCのストラクチャーについてお話ししたい。AIFCのストラクチャーの中心となるの

は管理評議会であり、その下に総裁、そして様々な機関がある。エコシステムとしては、「Expat 

Centre（エクスパット支援機関）」「Business Connect」「Islamic Finance」「Tech」「GFC（グリーン
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ファイナンスセンター）」「BCPD（人的資本発展の機関）」などがある。  

 それから、AIFCの管轄についてお話ししたい。AIFCの法的体制は、法律諮問委員会が中心と

なり、過去３年間にわたりその整備に向けての多大な作業がなされ、完成したものである。法

令の観点では、ロンドンやドバイなど世界最良のファイナンスセンターと類似のものを導入し

ており、国際投資家にとって分かりやすいものとなっている。  

 AIFCにはビジネスや投資に関する紛争解決のため、世界レベルの法律の専門家がいる。英国

のコモン・ローを熟知する優れた国際裁判官がいる。すでに765件の判決・調停・仲裁の事例が

ある。国際監査基準については、AIFCの経営陣をご覧いただくと、カザフスタンだけでなく世

界でも非常に著名な法律家を起用していることがお分かりいただけると思う。  

 今日では、60以上の国々から1,000以上の企業がAIFCに参加企業として登録されている。  

 ポートフォリオについて、総投資額は50億ドルを超えており、そのうちポートフォリオ投資

が18億ドル、開発機関あるいはAIFCに登録された大手の国際的な開発銀行を通じた直接投資が

21億ドル、AIFC参加企業自身による直接投資が１億ドル、そしてファンド経由の直接投資が13

億ドルとなっている。  

 では、金融機関としてどのようなメリットがあるかという点をお話しする。もちろんまずは

「ファースト・ムーバーズ・アドバンテージ」である。AIFCは参加企業にカザフスタンのあら

ゆる投資機会を提供するだけでなく、国家福祉基金「サムルク・カズィナ」傘下の大手企業と

の協力により、資産管理調整のプロセスにおいて、また民営化プログラムへの参加において追

加の優遇措置がある。そのほか引き受けサービスについては、AIFCの参加企業は地域の主要な

引き受け会社となることができる可能性もある。カザフスタンや我々の地域における投資機会

のより近くにいられる。  

 ニッチ資本市場セグメントについては、我々はいくつかの規制措置を簡素化し、純利益や時

価総額などアスタナ国際取引所（AIX）の指定する要件の部分的な免除を行っている。この点

については、オーストラリアやトロントの取引所とも協力をしている。それにより多くのジュ

ニア・マイニング・セグメントでの投資機会が現れている。カザフインベストからの報告で、

カザフスタンには多くの分野での投資の可能性があることをご紹介したが、特に鉱業・冶金分

野の可能性は大きい。その他の方面ではグリーンボンド発行や費用の払い戻し、より簡素化さ

れた規制措置（一部の規制対象活動のライセンス承認手続きの簡素化）などが挙げられる。  

 また、先ほど様々な資本があることをご紹介したが、それぞれの方面で国際的なパートナー

との具体的な協力関係にある。自然資本、製造資本、人的資本、社会資本を利用することによ

り、持続可能な開発への貢献を行っている。  

 そのほかの方面として、イスラム金融もある。すでにイスラム開発銀行やカタール国際イス
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ラム銀行とは大きな協力関係にあり、イスラム金融カントリーインデックス（IFCI）では第14

位となっている。またAIFCはこれらのパートナーとカザフスタンにおけるイスラム金融開発の

ためのマスタープランも策定している。  

 グリーンファイナンス開発は、我々のエコシステム機関であるグリーンファイナンスセンタ

ー（GFC）が中心となって行っている。これについては、すでに中央アジアや欧州の中でナン

バーワンであると言うことができる。またGFCはカザフスタンのグリーンタクソノミーにも取

り組み、代替エネルギー分野での規制や基準の策定に関し省庁への支援も行っている。すでに

５億ドルのグリーンプロジェクトがある。  

 また技術・イノベーションの開発にも、我々は大きな焦点を当てている。エコシステムとし

ての技術・イノベーション・フィンテック開発分野では膨大な分析が行われ、カザフスタン企

業、中央アジア企業、そしてAIFCへの登録を希望する国際企業に対する数多くの支援プログラ

ムがある。市場調査や業界分析、スタートアップにとってのアクセスサポート、パートナーシ

ップのネットワークサポートなどである。  

 人的資本開発については、AIFC継続的専門能力開発局（BCPD）のリザーブプールとしてす

でに１万3,000件強の実績がある。これらの人々はAIFCで技能向上のトレーニング、研修、再訓

練プログラムを受けた人々である。プログラムには米国証券アナリスト（CFA）や英国勅許公

認会計士（ACCA）、データサイエンスやウェブサービス資格の取得なども含まれる。  

 我々は全地域のプロジェクトのデータベースを作成しており、ここには2,600件を超える総額

100億ドル以上のプロジェクトがある。また将来的な投資プロジェクトのため、国家のデジタル

投資プラットフォームを整備している。  

 

 

 

 



16 
 

 

 

 

 

 

 



17 
 

 

 

 

 

 

 



18 
 

 

 

 

 

 

 



19 
 

 

 

 

 

 

 



20 
 

 

 

 

 

 

 



21 
 

 

 

 

 

 

 



22 
 

 

 

 

 

 

 



23 
 

 

 

 

 

  



24 
 

(３)ジャナスィル・オスパノフ 株式会社「情報会計センター」会長 

報告「カザフスタン民営化への参加の可能性」 

 

 本日は電子取引プラットフォームについてお話ししたい。情報会計センターはもう７年以上

前になるが、2014年にこの電子取引プラットフォームを開発した。これは、国有財産の売却を

目的とした電子取引プラットフォームである。2015年には国連の国際電気通信連合（ITU）主催

の国際コンクールに出展し、スイスのジュネーブにおいて同年、本プロジェクトは「C6.良好な

環境」部門での優勝を果たした。同コンクールは、18部門に70カ国から303件のプロジェクトが

応募した競争率の高いコンクールであった。本取引プラットフォームの所有者は財務省国家資

産民営化委員会であり、情報会計センターはその開発者という位置付けになる。  

 電子取引プラットフォームではこれまでに約20万件の入札が行われ、５万件以上の各種資産

売却の入札が実施された。カザフスタンでは現在、第２回波となる大規模民営化が行われてお

り、規模の大きな対象物も電子取引を通じて売却されている。2021年からは炭化水素鉱床を含

む地下資源利用権の入札も開始され、2022年も石炭やウラン鉱床などが取引対象となっている。 

 これまでに電子取引で売却された資産総額は6,780億テンゲ（約20億ドル）にのぼる。現在こ

のプラットフォームには18万7,195人が登録しており、その構成は55％が個人、34％が法人、11％

が個人事業者である。  

 入札に参加するためには、ウェブポータル「GOSREESTR.KZ」に各自で登録する必要がある。

登録にはカザフスタン国家認証センターが発行した電子署名（EDS）が必要であるのと、銀行

口座を持っていることが条件となる。登録後は、興味のある対象を選び、保証料をお支払いい

ただく。そして応札の申請を行っていただくことになる。入札結果に応じ、落札した場合はプ

ロトコルに署名する。落札できなかった場合は、保証金返還申請書に署名することになる。応

札するには銀行にテンゲ口座をもつ必要がある。保証料はカザフスタンにある銀行に開設され

た口座に返金される。  

 現在、電子取引プラットフォームでは、18部門の財産が売却されている。また重要な入札方

法として、「AUCTION」「TENDER」「BID」の３種類の入札方法がある。「AUCTION」の参加に

は特別な制限はない。唯一の条件は、支払い能力を証明することである。応札には保証料の支

払いが必要になる。  

 先ほども申し上げたが、入札への参加にはカザフスタンで発行されたEDSが必要になる。非

居住者が海外にあるカザフスタンの大使館や領事館でEDSを取得する仕組みも整えている。

EDSの発行に関しては11の在外公館（ワシントン、ソウル、ビシケク、モスクワ、プラハ、ドバ

イ、ニューヨーク、サンクトペテルブルグ、フランクフルト、イスタンブール、北京）で行わ
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れている。在日カザフスタン大使館においても、今後同システムが活用できるようになる。こ

のEDS発行プロジェクトの目的は、潜在的な投資家がカザフスタンのオンラインオークション

に参加できるようにすることである。国家資産の民営化だけでなく、地下資源利用権の入札も

含まれる。外国法人のEDS発行についての手続きは次のとおりである。  

 

１ . 財務省国家歳入委員会のウェブサイト（www.kgd.gov.kz）で法人のオンライン登録を行い、

登録証明書（BIN）を取得する。  

２ . ウェブサイト（www.pki.gov.kz）でEDS発行のオンライン申請を行う。  

３ . オンライン申請後に固有コード付きの電子申請書を印刷する。  

４ . 11の在外公館のいずれかで申請を行う。その際、パスポートの原本、法人代表者の公証付

きの委任状、BINが記載された登録証明書が必要となる。  

５ . 領事による申請の承認後、ウェブサイト（www.pki.gov.kz）にアクセスし、EDSのアクティ

ベートを行う。登録は無料で、１営業日以内に行われる。EDSの有効期間は１年間である。  

 

 外国の自然人、つまり個人がEDSを取得する方法についても、法人の場合と同様に在外公館

での申請で取得が可能である。その際に必要となるのが、パスポートの原本およびPDFの電子

コピー、キリル文字で書かれ公証を受けたフルネームの翻訳の電子コピー、EDSキー保存用の

USBメモリである。申請後は在外公館からの連絡を待ち、２営業日以内にEDSが提供される流

れとなる。費用は無料で、EDSの有効期間は１年間である。  

 現在、民営化対象リストに含まれている大型の民営化対象物に関する情報をご紹介したい。

この情報は電子取引プラットフォームでご確認いただける。各施設の名称の前にあるラベルを

クリックすると同施設に関する追加情報を閲覧できる。そこには入札日や入札方法、対象施設

の財務および経済活動に関する情報が掲載されている。  

 電子取引プラットフォームは、最大数の入札

参加者、売り手、買い手を引き付けるための透

明な競争環境を作り出すことを可能にする。投

資家の皆様には、カザフスタンまで来ていただ

かなくても、すべての民営化対象施設をウェブ

サイトで見ていただくことができ、応札ができ

るということを強調したい。  
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(４)尾上修平 住友商事㈱アルマティ支店長 

コメント 

 

 昔の資源貿易を中心とした交易関係から、今や製造、輸送、金融、DX、代替エネルギー、は

たまた民営化など、カザフスタンでの協力の対象分野が大きく広がっていることを感じている。

私事ではあるが、2021年12月にアルマトィに赴任し、カザフスタンの急速なIT化、従来のとも

すれば官僚的な書類主義の国からの変化を感じている。日々の生活では、スマートフォンでタ

クシーを呼んだり、キャッシュレスないしはバーコード決済をしたり、公共システムを利用で

きるようになった。このようにスマートフォン１つで事が足りてしまう状況は、ある意味日本

よりも進んでいるのではないかと思っている。このようなシステム構築は、長年の皆様の努力

の賜物だと思う。  

 しかし、ビジネスは長年お互いを理解する相互信頼関係がなければ、短期的には盛り上がっ

ても、数年後には廃れてしまうということは、過去の経緯を見れば明らかである。言いにくい

ことではあるが、年始の暴動がアルマトィで起きた時、我々は自宅でインターネットの接続も

なくなり、じっとしていたわけだが、先に述べたような便利なスマートフォンもすべて機能し

なくなった時に、本当にこのカザフスタンの発展を信頼して、長期的な視点から協業していく

ことはできるのだろうかと不安がよぎってしまうことは、おそらく私個人だけではなく、本ウ

ェビナーに参加しているビジネスの関係の方々、皆が感じていることだと思う。その意味でも、

この騒乱がなぜ起きたのか納得するような答えを得て、納得感をもって協業していきたいと思

っている。騒乱収束の早さやその後の現政権のアクションの早さを見ると、トランスペアレン

トで公明正大な方向に向かっているのは間違いないと思うが、今後の信頼関係のためいくつか

質問をしたい。すべてテミルガリ副総裁にコメントいただければと思う。  

 １点目は直接投資の分野について、例えばフリーゾーンの関係については以前からご紹介い

ただいていると思う。過去５年間における外国企業の投資の実績や成功例等を教えていただき

たい。また今まで成功してこなかった理由はどのような理由なのかお考えを聞きたい。  

 ２点目、ご紹介いただいた政策に関して、騒乱前

と騒乱後では何か変化があるのか教えていただき

たい。  

 そして３点目、殊に日本企業に対して何を期待

するのかご教示願う。総論賛成各論反対になるこ

となく、より深く協力関係を構築して信頼関係を

醸成する上でも、率直なご意見をいただきたい。   
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セッション１ カザフスタン側カウンターコメント 
ジャンドス・テミルガリ 国営企業「カザフインベスト」副総裁 

 

 尾上様、ご質問に感謝する。確かにいただいたご質問がパートナーの皆様の大きな関心のも

とであることは認識している。一連の出来事からまだ数週間しか経っていないわけだが、我々

カザフインベストは、我が国に滞在している、あるいは関係している国際的な投資家の皆様と

話し合いを進めているところである。手短にコメントをさせていただきたいと思う。  

 一連の出来事について、これはカザフスタン西部において平和的な恣意行動によって始まっ

た。引き金となったのは燃料、特に液化石油ガスの価格がいきなり跳ね上がったことである。

そしてその状況が他地域にも及んだわけである。西部の人々が最初に要求した事々に加え、他

の地域の人々が新たな様々な要望を平和的な形で提示した。その後西部の人々の要求に関して

は、政府がこれに応え、人々はそれに満足している。  

 さて、ではそもそもの原因は一体何であったかということだが、それについては１月21日に

大統領が経済界との対話でも述べている。つまり、国全体として見た収益が国民の間で均等に

分配されていないという事実があり、人々もそれを実感しているというのが、大統領が述べた

ことであった。事態は悪化し、不信感をもった急進的な人々が行動を起こし、政府が非常事態

宣言を発令した。１月19日まで非常事態宣言は続いた。そして、インターネットの切断といっ

た多くの人々に不便を味わわせる措置を、政府はとらざるをえなくなった。これは、国が対テ

ロ作戦を多くの地域で導入したためである。幸い、状況はかなり迅速に鎮静化した。現在は国

のほぼ全域が安定化し、平和な日々が戻ってきている。  

 しかし、それより強調すべきなのは、投資家の皆様、またその他の人々との間の信頼感をど

う回復させることができるかということである。大統領は国民に対して「新しいカザフスタン」

という新方針を発表した。国の経済・社会のすべての分野で非常に大きな改革を行うものであ

る。投資家の人々からは、状況を良い方向に変えるということに対して肯定的な反応をいただ

いている。国全体としても、ビジネスの方によりしっかり顔を向けるべきだという考えに至っ

ている。  

 また経済特区などの区域に関してもご質問をいただいたが、カザフスタンですでにビジネス

を行っている企業に対して、特にサクセスストーリーに関してはもっと共有するべきであると

いうことを認識している。様々な分野での成功例、多数の国の例があるため、喜んで皆様と今

後共有させていただきたい。2021年にカザフインベストが支援した中で、57件の新しい投資プ

ロジェクトが実際に動き出した。新たな分野でのプロジェクトも複数ある。2022年は、一連の

出来事により当然、対応すべき事項が出てきたわけだが、すでに大統領が指摘したように、国



32 
 

としてすべての義務、つまり内外の投資家に対して国が約束したものを正しく実行していくこ

とが、我々の原理・原則である。今般の経緯を受けて、国営企業「カザフインベスト」が外国

との協力で最終的な実現段階に入っているプロジェクトについて協議する際、概して、先ほど

日本側からお話があったような、少し身構えた感じを投資家の皆様がもっておられることを感

じた。しかし、情報解明活動が行われる中で、基本的に状況は安定化した。カザフスタン共和

国におられる投資家の皆様はそのままカザフスタン共和国に残り、投資を続けていく気持ちを

もってくださっているということを私は指摘したい。  

 もちろん生じた変化について言えば、我々は経済政策の修正に期待している。すでに、ESG

の規範に従った第一弾の改革が示され、投資政策には新たな時代の要求に応えたコンセプトが

導入されている。それはエコなプロジェクトや透明な経営理念、そして投資家の社会的責任で

ある。そしてカザフスタン共和国にとって、日本企業の皆様からの質問にお答えすることは、

非常に重要なことだと考えている。  

 カザフインベストとして、2022年は2021年の実績を超えたいと思っている。新しいプロジェ

クトも、前年より多い60件以上を実現したい。そして外国の投資家とより緊密に仕事をしてい

きたい。この中には当然、日本のパートナーの皆様との仕事も含まれている。特に再生可能エ

ネルギー分野に関して大きなポテンシャルを見出している。また、固形鉱物資源の高度加工処

理プロジェクトも有望である。大統領の最終的な決定はまだ出ていないが、地下資源の利用に

ついて、今後最適化がなされる予定である。最終的な決定となればすぐに皆様にお知らせした

い。これはすべて、新たな経済政策、我が国の天然資源利用の改善に向けたものである。  

日本企業の皆様にはハイテク分野のプロジェクトにおけるカザフスタンの信頼性の高いパート

ナーであり続けてほしい。我々も社会的な高い責任感をもって対応していきたい。  
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ウェビナー後に受領した追加の文書回答： 

 

■経済特区等での日本企業の成功例 

 多くの多国籍企業は、活動を拡大し、現地生産を開始するために、すでにカザフスタンを選

択している。これらの企業は様々な分野で活動している。合計で、約５万社の外資系企業がす

でにカザフスタンにおける事業実施のメリットを享受している。  

 

 カザフスタンにおける日本企業のサクセスストーリー：  

 丸紅：1993年にカザフスタンに出張所を設立。それ以来、同社はアスタナ国際空港の建設、

アティラウ製油所の近代化（フェーズ１およびフェーズ３）プロジェクトに成功裏に関与し、

ハラサン１および２ウラン鉱山開発プロジェクトや硫酸プラントプロジェクト等に投資してき

た。また設備機器および工業製品の売買取引を多数行ってきた。  

 東京製綱インターナショナル：2018年７月４日にアルマトィ市インダストリアル・ゾーンに

おいて防災製品製造工場の操業を開始。CIS圏で類を見ない日本のハイテク工場である。同プロ

ジェクトは、「アルマトィ市の発展推進のための50のプロジェクト」というイニシアチブの一環

として実施されたもの。日本の投資のおかげで工場は操業に至った。プロジェクト総額は1,000

万ドルであった。雇用数は30枠。最終製品は年間300ｔの防災システム用部品および建設で使用

する完成品。  

 日立建機：Eurasian Machinery LLP（日立建機の子会社）の投資家は、カラガンダ州における

大型機器整備のサービスセンター（コンポーネント修理センター）設立の投資プロジェクトを



34 
 

実施した。同センターのサービスは、鉱山、建設、石油・ガス部門の企業向けに提供されてい

る。プロジェクトの総投資額は500万ドルであった。同社の専門家によると、同センターは掘削

機や大型ショベル、特殊機器、ローダー、ダンプトラックなどを対象に保守メンテナンスサー

ビスに従事している。同センターはカザフスタンにおける最も先進的なサービスセンターの１

つであり、鉱業・冶金産業の企業向けのサービスクラスター発展に大きく貢献している。現在、

同プロジェクトで約50人の従業員が働いている。サービスレベルの向上を目的としてセンター

の専門家は日立（日本）、MTU（ドイツおよびトルコ）、アリソン（ロシア）における最高のト

レーニングセンターにおいて講座や高度なトレーニングを受講している点を投資家は強調して

いる。さらに、同社はアルマトィに独自の技術研修センターを持っている。  

 

■経済協力・投資分野においてカザフスタンが日本企業に対し期待する点 

 貿易に関しては、日本への加工製品、特に食品の供給の増加、コスト削減を目的とした日本

から供給された商品のカザフスタンにおける部分的な現地生産、および電子商取引の発展。  

 投資に関しては、鉱業・冶金分野、農業、インフラ分野など伝統的な分野では日本の技術を

使用した生産性向上のための投資プロジェクトの実施および合弁事業への参加。脱炭素化、デ

ジタル化、原子力などの新分野では、その後の商業化のための共同研究。  

 日本は東アジアにおけるカザフスタンの主要な貿易・経済パートナーの１つであり、カザフ

スタンでにおける投資国トップ10にも含まれる。両国はこの度、外交関係樹立30周年を迎えた。  

 過去数年間、両国間の貿易高は10億ドルを超えている。日本の資本が参加している60以上の

法人がカザフスタンで活動している。2021年に日本企業はカザフスタンに約２億4,000万ドルの

投資を行った。  

 今日、カザフスタンは天然資源だけでなく新たな可能性を提供している。カザフスタン政府

は、経済の多角化や主要な国内産業の可能性の実現に努めている。アグリビジネス、ヘルスケ

ア、輸送・物流、観光、石油化学製品、エンジニアリング等、様々な分野での幅広い投資機会

が開かれている。カザフインベストは、170を超える投資提案を作成してきた。これらの投資提

案には、ティーザー、事業計画、ファイナンスモデルが含まれている。各プロジェクトは現地

のビジネスパートナーが主導し、サポートを行う。  

 カザフスタンのパートナーとの相互に有益な協力に日本企業をお招きしたい。  
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◆セッション２：テーマ別分科会「IT分野における協力の可能性」 

 

(５)アミルハン・エスケンディル 国際ITスタートアップ・テクノパーク「アスタナ・ハブ」 

国際関係・投資・輸出オフィスマネージャー 

報告「アスタナ・ハブの可能性」 

 

 「アスタナ・ハブ」は中央アジアにおけるITスタートアップの巨大なテクノパークで、2018

年に創設された。我々は設立以来、①ITの普及、②スタートアップ開発、③投資文化の発展と

いう３つの方向性で、カザフスタンにおいて活動を行っている。  

 これまでの３年間の活動により「アスタナ・ハブ」には1,200万人を超えるユーザーがおり、

イベントは1,000件以上実施して５万5,000人以上に参加いただいた。これらの様々なイベント

を通じてファイナンスの誘致も行っている。入居企業の累計総収入額は1,660億テンゲ、総融資

額は484億テンゲである。638社のスタートアップが活動しており、うち54社が外国企業である。  

 「アスタナ・ハブ」の活動は、まずIT分野で才能のある人々を発掘することにある。スター

トアップの奨励とそのためのインフラ整備を行っている。これはIT文化の発展にもつながるも

のである。また、スタートアップ・コミュニティの構築も活動として行っている。スタートア

ップの奨励手段として税の優遇措置も導入している。  

 次に、我々のスクール「ALEM」について紹介したい。これは新しいタイプのITスクールで、

様々な教育・研修を受けることができる。ここには特に教師がいるわけではなく、生徒が「ア

スタナ・ハブ」の教室に来て、C言語やJAVA、Pythonなどプログラミング言語の学習をするこ

とができる。様々な地域から8,000件ほどの受講申し込みが来ており、600人にのぼる受講生が

いる。生徒の平均年齢は25歳である。本スクールのコンセプトは、フランスのスクールをモデ

ルにしている。  

 それから、新プログラム「TECH ORDA」について、これは奨学金のプログラムである。国内

の様々な地域の大学と提携しながら、カザフスタンの学生にIT教育プログラムを提供している。

2021年は100件（60万テンゲ）の奨学金の提供を行った。2022年は2,000件、2023年は4,000件を

検討している。なお私の知る限り、2022年はすでに想定を超え6,000件になる見込みである。  

 また、ベンチャーキャピタル・スクール（VCスクール）は、国民の投資リテラシー向上のた

めの場所である。今の時点ではまだ、スタートアップへの投資意欲があっても、その準備がで

きていない人がいる。VCスクールでは、投資を正しく行う方法についての研修を受けられる。

スタートアップの評価や投資先選択のサポートをしている。2018年以降、すでに200人以上の投

資家に参加いただいた。  

 「TECHPRENEURS」は、いわゆるバイキングスタイルのスタートアップに対する育成プログ
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ラムである。以前、本プログラムはストラクチャーに沿った段階的な実施の仕方であったが、

関心を失っていく参加者もいた。参加者にはすでに具体的な特定の関心分野があるからである。

そのため、我々はプログラムをより細分化し、各スタートアップは自身の関心のあるものを選

んで参加できるようにした。スタートアップ同士のミーティングなども行われている。  

 「PLUG AND PLAY」については、2021年に我々は米国の「Plug and Play」社と覚書を締結し、

企業革新を開始している。2021年末には第１回目のプログラムの総括として、デモデイ「BATCH 

0（第０期）」が行われた。今後は、スタートアップの経験交流も発展させていきたい。  

 「SCALERATOR」は、カザフスタンのIT企業を対象にした、自社製品を北米、欧州、中東、

東南アジア等の新たな市場に適応させていくための新たなプログラムである。期間は２カ月間

で、無料である。2021年に本プログラムを卒業した企業は、総額84万ドルにのぼる計40件のプ

ロジェクト契約を締結した。このようにプログラムは成功しているため、今後も継続をしてい

きたいと考えている。  

 企業革新について、「アスタナ・ハブ」には750社以上の具体的活動を行うIT企業が入居し、

R&Dセンターが８つ開設され、254件の教育イベントを実施、6,000人を超える参加を得た。  

 「アスタナ・ハブ」のある万博跡地のEXPOエリアには、クラスター、エコシステムが形成さ

れている。同エリアにあるアスタナ国際金融センターでIT企業が登録を行い、英国法に従って

活動している例もある。先ほど申し上げたITスクール「ALEM」、「アスタナ・ハブ」はアスタナ

国際金融センターの内側に所在する。また、デジタル発展・イノベーション・宇宙産業省と

ZERDEもクラスターに入っている。さらにカザフスタン最大規模の大学の１つであるナザルバ

エフ大学も近くにある。このように、１つのエリアにITの重要な機関を集めることで、ここで

ITの才能の発掘をし、総合的に連携することが可能となっている。  

 我々はスタートアップに対する融資も行っている。そのほか、入居企業には税の優遇措置も

提供している。国際協力も進めている。「アスタナ・ハブ」の目的はITサービスの輸出であり、

2025年までにITサービス輸出額５億ドルを目指し、拡大を続けている。  
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(６)マディナ・ウムルザコヴァ 有限責任事業組合「Cerebra.ai」事業開発部長 

企業プレゼンテーション 

 

 「Cerebra」は100％カザフスタンで開発された、人工知能ベースの脳卒中自動診断ソフトウェ

アである。医療技術の世界的リーダーである「Medtronic」社が選ぶ、医療用人工知能における

世界の革新的プロジェクトのトップ10入りを果たした。  

 脳卒中の一番の課題は診断にある。即時治療を開始して脳死を防ぐためには、最初の６時間

以内に診断を行う必要がある。しかし、CTを使用した従来の診断方法では、人間の目の生理学

的限界があることから、脳画像の小さな変化を検出することはほとんど不可能である。  

 我々は医師に対し、最初の４時間で診断を行い、治療を開始するためのサポートをしている。

このコア技術となるのが、コンピュータービジョンである。脳のCTスキャン画像を機械学習ア

ルゴリズムによって解析し、脳卒中の症状を特定、虚血性脳卒中の場合は国際的なASPECTSス

コアで、また出血性脳卒中の場合は血液量を使用してそれらを数値化する。臨床医は最も適切

な治療法、例えば血栓溶解や血栓摘出などを選択する際に、この解析結果を利用することがで

きる。  

 「Cerebra」のプラットフォームは iOSでもAndroidでも使うことができる。現在行っているの

はCTスキャン画像解析のみだが、今後は2022年６月にMRIやCT灌流画像（CTP）、CT血管造影

法（CTA）画像の分析についてもリリースを予定している。  

 分析のワークフローとしては、まず虚血性か出血性か分類し、部位の特定、段階の判断を経

て、治療方法の決定をしていくことになる。また、すべての臨床データの数値化を行う。その

結果、どのような治療が最も適切であるのか、我々の側から提案を行う。その際にはどの部分

に病理があるのかも明示する。  

 2021年１月から、カザフスタンの17の病院で無償のパイロットプロジェクトを開始している。

また、CIS諸国や韓国、中国、モンゴル、サウジアラビアの機関ともパイロットプロジェクトの

実施や今後の共同プロジェクトの実施につ

いて合意している。  

 実際に「Cerebra」のソフトが利用された最

初の事例をご紹介したい。72歳の虚血性脳卒

中の患者で、ASPECTSスコアの評価は８点

であった。「Cerebra」が10分で診断を行い病

理の場所を特定したことで、医師による手術

が間に合ったのである。この事例は翌日カザ
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フスタンの国営テレビでも放映された。これまでの実績として、「Cerebra」は約１万5,000件の

治療をサポートしてきた。  

 現在、我々の競合他社となっているのは、先進国にある６社のグローバル企業である。我々

の独自性は技術にある。我々の技術はCTスキャン画像の分析であるため、MRIを基本とした先

進国より、CTスキャンデータを基本としている発展途上国で活用されることが期待されている。

MRIは先進国で幅広く設置されているが、発展途上国ではまだCTに限定されているという事実

がある。  

 今後のロードマップをご紹介すると、我々は2018年の創業だが、2022年秋には第１期を終了

する予定で、この時期までに、外国の病院とのパイロットプロジェクト実施の合意に沿った形

で製品の輸出を計画している。  

 我々のチームには、企業家、医療専門家、技術専門家の３つの専門家のグループからなる21

名のメンバーが在籍している。  

 我々は日本企業の皆様と、「共同開発」、「共同プロモーション・共同ディストリビューショ

ン」、「投資」を含めたあらゆる形でのパートナーシップを検討している。  
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(７)グリサヤ・オミラリ OQUDA株式会社事業開発部長 

企業プレゼンテーション 

 

 

 「OQUDA」は学生と大学、様々なエージェントを結びつけるけるためのオンラインB2Bプラ

ットフォームである。エージェントには、教育プログラムを学生向けに販売するエージェント

や留学エージェントなどがある。対象には大学旅行代理店の査証専門家なども含まれ、教育分

野だけでなく、観光分野もカバーしている。そのほか、我々のプラットフォームには、留学予

定の学生を対象とした教育コンサルタントとして活動しているブロガーも登録している。  

 2022年のビジネスプランとしては、現在の売上を10倍にすることを目指している。2020年９

月時点では8,000ドル、2020年11月が６万4,000ドル、2021年２月が13万ドルと、今のところ売り

上げは拡大し続けており、さらなる拡大を期待している。  

 我々には「GLOBAL ACADEMY」や「Grants.kz」、「STUDY in」をはじめとする220社を超える

パートナー企業がおり、そのうち141社がセールスエージェントである。教育機関には、語学学

校や教育センターなども含まれる。  

 学生向けに様々なエコシステムを提供している。プラットフォームに登録した学生は、英語

アカデミー「skyeng」のプログラムをはじめ、有名なディストリビューターが提供する学習プ

ログラムや語学コースを利用することができる。学生自身が教育プログラムを探したり、直接

プログラム提供機関にコンタクトしたりする必要はない。プラットフォームへの登録後は、様々

なエージェントのあらゆる教育プログラムにすぐアクセスできる。欧州の多くの国々、アジア、

米国その他の大学も参加しているため、より幅広い範囲の教育プログラムを提供できる。そし

てエージェント側にとっても、業務が便利になる。一般にエージェントがサービスを提供でき

る大学は数カ所と限りがあるが、我々のプラットフォームに参加することで、幅広い学生への

サービス提供が可能になる。  

 競合他社としては、「ApplyBoard」「Edvisor」「Adventus.io」など長く市場で活動を行ってきた

企業がいる。しかし我々のプラットフォームはより学生向けであるという点で、これらの企業

との違いがあると考えている。  

 チームメンバーにはハーバード大学やコベントリー大学で学んだメンバーが在籍している。  

 日本の大学に留学したいカザフスタン人は多く、日本に対する関心も高いため、我々の活動

範囲をぜひ日本にも広げ、「OQUDA」のプラットフォームで日本の教育プログラムのサービス

を提供できるようにしたい。  
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(８)ダウレン・バジロフ 有限責任事業組合「Clockster」事業開発部長 

企業プレゼンテーション 

 

 本日は、我々の「Clockster」が皆様にとって有益なサービスであるということをお話しした

い。「Clockster」は2018年に創設され、カザフスタンでKFC、Hardee’s、Costa Coffee等の運営を

行う米国の「Americana」社の勤怠管理システム事業に携わってきた。82店舗を所有していた同

社から勤怠管理システム効率化の依頼を受け、我々は人事管理コストの10％削減に成功した。

日々の勤怠管理に割く時間を削減できるようになったほか、従業員の遅刻の減少にも効果があ

った。その後我々は、本サービスがこのような大手企業はもちろん、中小企業にとってより有

益なサービスであると考え、現在、中小企業を主な対象として事業を行っている。  

 モバイルアプリケーション「clock：ster」には、出勤・退勤時間の記録やビジネスコミュニケ

ーション、タスク管理、給与支払い簿、シフト管理などの機能がある。まず出勤・退勤時間の

記録については、本モバイルアプリにジオフェンシングが実装されており、従業員は出勤時に

区域に入るとアプリ内で出勤時間の記録を、区域から出る際に退勤時間を記録する。これによ

り自動ですべての従業員の出退勤時間の分析がなされる。  

 ビジネスコミュニケーション機能はモバイルアプリ内で利用できる機能で、管理者が従業員

に対し仕事に関する連絡をすることができる。従業員側からのシフト変更依頼、経費などの申

請も可能である。コロナ禍での在宅勤務でも我々のアプリが活用されている。  

 シフト管理機能については、すでに我々は同市場で４年以上の実績があり、クライアントに

とって最大限使いやすいシフト管理プログラムを提供している。プログラム上でシフト表を簡

単に組むことができ、プログラム内で従業員からのシフト希望の受け取りや、従業員へのシフ

ト変更依頼の連絡も行うことができる。  

 タスク管理機能については、残っているタスクや期限などの通知を自動で行うほか、チーム

がどれだけタスクを遂行しているか、リアルタイムでモニタリングできるようになる。それぞ

れのタスク遂行にどれだけの時間がかかったかということも記録できる。  

 給与支払い簿の機能は、人為的ミスによるリスクなく、より速やかに、そして簡単に給与の

支払い・受け取りができるようになるものである。従業員に対して具体的なデータリスト、つ

まり出勤時間、残業時間、税、手当、その他の情報を基に計算した給与明細を送付する。  

 「Clockster」のサービスはすでに世界中、2,000社以上で利用されている。従業員数が100名以

内の企業であれば現在、無料でサービスを利用することができる。関心をもっていただいた日

本企業の皆様に、ぜひ我々のサービスを提供したい。日本に関しては、研修センターや作業所

など現在３社とお付き合いがあるが、日本市場でまだ大きなブランドとなっているとは言えな
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い。我々のデータや情報について、例えばビジネス関係の団体もしくは商工会議所のようなと

ころにお伝えいただければ、有益なサービスであると思っていただけると確信している。我々

は喜んであらゆる協力をしていきたい。  
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(９)坂口憲一 ㈱テクノソリューション取締役事業部長 

コメント 

 

 私は高校時代からコンピュータを専門に学び、1994年にロシアのサンクトペテルブルグ国立

大学に留学した。現在は、日ロ貿易のパイオニアである大陸貿易の子会社としてテクノソリュ

ーションを設立し、「研究開発型のソフトウェア開発」として、ヘルスケアや造船AIなどの分野

で現場でのAI実用に取り組んでいる。  

 それではカザフスタンの皆様に一言ずつコメントを申し上げたい。2021年にROTOBO主催の

「カザフスタンStartup Pitch Day」にも参加させていただき、カザフスタンが人材育成に熱心で

あることがとても印象に残っている。本日のご報告の中でもITスクールやVCスクールといった

形で「アスタナ・ハブ」を拠点とした素晴らしいIT教育が実施されているということがよく分

かった。「アスタナ・ハブ」の特徴は、「海外市場をターゲットにした人材育成のエコシステム」

が存在することだと思う。カザフスタンの人口は約1,900万人だが、留学生は約８万5,000人にも

のぼり、人口比で見ると日本の４倍以上の学生が国費留学という形で、海外で勉強されている。

優秀な人材・産業・投資を融合させてイノベーションを創造させようとするカザフスタンの取

り組みについては、日本も参考にすべき点が多々あるのではないかと思う。  

 １社目のCerebra.ai社について、同社のように画像認識技術（ディープラーニング）を用いて

医用画像を自動診断する技術は、医療AIの中でも研究開発が進んでいるのと同時に、世界的に

も競争が非常に激しい分野である。日本においても、画像認識技術を用いた医療AIの実用化が

進んでいる。私は日本・欧州・米国の３地域で実施された脳卒中関係の臨床試験に携わった経

験がある。実際に脳画像を複数の施設からクラウド経由で収集し、診断するシステムの評価を

行った。その時の臨床試験は非常に良い結果となり、もうすぐ日本で薬として市場に出る予定

である。ここで重要なのは、日本の場合、欧米各国と比較して救急医療設備が整っており、脳

卒中発症後の、病院搬送から診療開始までの時間が諸外国と比べて非常に短いということであ

った。これは医療サービスを行う上で非常に重要な点である。カザフスタンにおいても、日本

の救急医療設備の導入をぜひご検討いただきたい。また一方で、日本で医療AIを実用化するた

めには臨床試験が必要となる。そのため医療機関・医療機器との連携が必要であり、臨床試験

にかかる時間も費用も膨大になる。この点が非常に大きな課題となると考える。  

 ２社目のOQUDA社については、留学斡旋会社・留学生・教育機関をつなぐ役目を担っておら

れる企業で、同社のインターンシップ情報提供サービスは、「留学から就職への道」を支援する

ことが期待できる。日本においても、多くの留学斡旋会社による多くの留学関連サービスが提

供されている。とくに留学斡旋時のトラブルを回避するために、業界団体を設立し、ガイドラ
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インの策定や「留学カウンセラー」資格の認定などが行われている。また、数は少ないものの、

同社の競合となりうるオンライン型の留学手続きシステムを提供している企業もある。

OQUDA社は業界団体との連携も視野に入れて、留学斡旋会社、あるいは様々な教育サービスを

提供している会社との協力関係を築く必要があるのではと思う。  

 そして最後にClockster社について、同社は中小企業向けの従業員管理システムを提供されて

おり、モバイルアプリによるGPSを活用したジオフェンス機能はとてもユニークだと思う。現

在、日本では「働き方改革」を推進しており、従業員の負担を軽減しつつも、労働生産性を高

めることを目指している。残念ながら日本の場合、少子化の影響から若年労働者の採用が極め

て困難になりつつあるため、HR-Tech市場は急拡大しており、人材採用の効率化とともに、「採

用する人材が企業風土に馴染めるか」ということを、心理学的な統計手法を用いて分析するサ

ービスも存在する。さらに、日本の中小企業の多くはサービス業である。その中でも介護や飲

食業界が多いのだが、こうした業界では従業員のシフト管理が非常に難しい。実は私も介護業

界のシフト管理システムの開発を手伝ったことがある。Clockster社のシステムがシフト管理だ

けでなく、サービス提供に対する請求対応もあわせて提供できれば、日本の企業ニーズに合致

すると考える。ぜひカザフスタンのIT企業と一緒に仕事ができれば良いと思う。  
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セッション２ カザフスタン側カウンターコメント 

 

バジロフ・有限責任事業組合「Clockster」事業開発部長： 

 坂口様のコメントでシフト管理システムが難しいというお話があったが、我々のシフト管理

システムは非常にフレキシブルなものなので、ぜひ我々のシステムをお試しいただきたい。従

業員数100名以内の企業であれば無料であるし、大企業の場合でも無償でのパイロットプロジ

ェクト提供の交渉が可能である。我々は日本市場に非常に大きな関心を持っており、協力の可

能性があると期待している。既存のタスク管理や勤怠管理という面以外でも、我々のシステム

を日本企業に役立てていただけるよう、今後さらなる開発を進めていきたい。  

 

アビシュ・OQUDA株式会社バックオフィス責任者： 

 非常に多くの情報に感謝する。我々が今後協力できるような大学は実際にあるか。カザフス

タンの留学生をできれば無償で、あるいは何らかの奨学金を使って派遣できるような、大学の

リストはあるだろうか。  

 

坂口・㈱テクノソリューション取締役事業部長： 

 私も参加したことがあるのだが、現在、日本の商工会議所と大学が共同で様々な学生リクル

ーティングのイベントを行っている。このような大学や商工会議所との連携に、非常に価値が

あると思う。  

 

エスケンディル・国際ITスタートアップ・テクノパーク「アスタナ・ハブ」国際関係・投資・輸出オフィスマネージャー： 

 今回このような機会をいただいたことに改めて御礼申し上げる。またコメントにも感謝する。

今後のさらなる協力についてのコメントであったと受け止めている。我々も協力の可能性があ

ると考えており、ぜひ関係を推進していきたい。協力の具体的なご提案ができればと思う。  
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◆セッション３：テーマ別分科会「医療分野における協力の可能性」 

 

(10)エルハト・イスカリエフ 有限責任事業組合「SK-Pharmacy」会長 

挨拶 

 

 我々は製薬・医療機器分野における日本とのビジネスを非常に重要視している。保健省そし

て「SK-Pharmacy」を代表し、本日ご参加者の皆様にご挨拶申し上げる。  

 我々の国の関係は歴史的に短いが、両国の関係は、拡大された戦略的パートナーシップのレ

ベルに達している。カザフスタンは経済の近代化を成功させるため、日本の投資と先端技術の

誘致に関心を持っている。相互に有益な共同プロジェクトを実施するための有利な条件づくり

を行う用意がある。カザフスタンの製薬業界は、効果的な政府の支援措置のおかげで、収益性

の高い投資の大きな可能性を秘めている。  

 コロナ禍の経済・投資活動を回復するための措置を検討するにあたり、トカエフ大統領は、

国内製薬産業の発展が我が国の医薬品の安全保証にとって重要であると述べ、2025年までに国

産医薬品のシェアを50％に拡大すると宣言した。そのため、カザフスタン政府は『2025年まで

の製薬産業発展総合計画』を採択し、すでに実施がなされているところである。  

 計画の主な方向性の１つは、製薬科学の発展、そしてビッグファームと呼ばれる世界的プレ

ーヤーの参加による新たな製造拠点の開設である。とりわけ、高価な革新的製品の生産開発、

技術移転による産業促進、デジタル化、革新的医薬品・原薬の現地生産を重要視している。医

薬品や原料、医療機器の契約ベースの製造を行うため、カザフスタンに日本の製薬会社を誘致

することが、両国間の貿易・経済協力の発展拡大に新たな展望を開くということを強調したい。  

 本日は、カザフスタンの製薬業界の医薬品供給システムと生産分野の投資ポテンシャルにつ

いて紹介する予定である。我々は日本の新たな技術だけでなく、日本の経営文化にも期待して

いる。これは他の様々な分野でも同様で、そのためにも、日本貿易振興機構（ジェトロ）との

覚書の締結を提案したい。  

 本日の直接対話が、我々の協力の地平線をさらに

広げる一助となることを願う。大手企業との契約ベ

ースでの生産が実現することを祈る。本日のウェビ

ナーが、両国間のあらゆる協力発展のための重要な

きっかけとなると信じている。「九層の台は累土よ

り起こる」と言うように高い塔も地面から築かれ

る。偉大なものもすべて小さなものから始まる。   
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(11)有限責任事業組合「SK-Pharmacy」 

アイグリ・スィズディコヴァ 戦略部長 

報告「医薬品のシングルディストリビューター」 

 

 カザフスタンにおける医薬品シングルディストリビューターシステムについてご紹介する。  

 2020年の医療費全体に占める公費負担の割合は44％であった。残り25％は強制保険、31％が

国民１人ひとりの民間支出による負担である。国や保険が負担する医療提供に関わっている医

療機関の総数は1,500カ所で、そのうち民間機関が818カ所であった。  

 カザフスタンの医薬品市場の規模は約15億ドルで、その37％を国家財政がカバーしている。

そのうち66％の流通を我々「SK-Pharmacy」が担っており、さらにそのうち60％が外来専門医療

と医薬品の提供、40％が入院医療の提供である。7,000点以上の医薬品と、9,600点以上の医療製

品が国の医薬品登録簿に登録されている。このうち2021年に「SK-Pharmacy」が調達したのは約

1,400品目である。カザフスタンの国家予算と医療保険でカバーされているリストには国際的な

非独占的・一般的名称（INN）が900品目あるが、そのうち600品目は「SK-Pharmacy」が調達し

ているものである。  

 我々は、厳しい条件をもつ国際的な品質管理基準に従って、国家予算および医療保険による

医薬品流通の質を確保している。「SK-Pharmacy」は入院受け入れを行う病院、外来専門クリニ

ックあわせて約2,000の医療機関に医薬品を提供している。カザフスタンでは年間200万人以上

が、外来専門クリニックで131種の疾病に対応した薬を無料で受け取っている。  

 「シングルディストリビューター」システムは、国家予算によって医薬品の購入を一元化す

るため、2009年に設立された。同年、「SK-Pharmacy」がシングルディストリビューターとして

指定された。このシングルディストリビューター創設の主な目的は、カザフスタン国内の医薬

品生産の支援と、国家予算および健康保険の範囲内で医薬品・医療用品を円滑に供給すること

である。  

 「SK-Pharmacy」は４つの買い付け方法を用いて活動を行っている。１つ目が国内のメーカー

との長期契約、２つ目が国内外の製造工場との直接契約である。３つ目はユニセフやUNDPな

どの国際機関を通じた買い付けで、これはHIVや肝炎などのための非常に重要な医薬品が対象

である。そのほか、４つ目としてウェブ上の調達ポータルによる２段階の入札もある。  

 2010年と2020年を比較すると、シングルディストリビューター経由の購入額は、2010年の313

億テンゲから2020年の2,785億テンゲへと８倍に増加した。購入品目数は、2010年の804品目か

ら2021年の1,439品目と約２倍となった。このおかげで国家予算を相当節約することができた。

そして国産の医薬品消費の割合は、10年で162品目から663品目と３倍に増えた。金額にして約

900億テンゲである。2021年の購入実績を見ると、購入金額全体に占める割合の大きさは第１位
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が国産品であった。２位はドイツ製であった。  

 2019年にシングルディストリビューターは、医薬品が無料で提供される枠内での45種の疾病

のための医薬品と医療用品を調達した。2020年１月からカザフスタンでは強制医療保険システ

ムが導入され、さらに105種の疾病が追加でカバーできるようになった。現在カバーされている

疾病の数は45種から137種へと、およそ３倍に増えている。ここで強調したいことは、節約をし

たことで出費はそれほど増えていないという点である。  

 新型コロナウイルス感染症拡大防止策の一環として、我々「SK-Pharmacy」はカザフスタン保

健省の委託を受け、2021年２月から５種類のワクチンを調達し、1,400万回分のワクチンを出荷

した。  

 次にロジスティクスについてご説明する。「SK-Pharmacy」の倉庫・物流システムは、ヌルス

ルタン市、アルマトィ市、シムケント市、アクトベ市の４つの配送センター（ハブ）で構成さ

れており、各ハブはトランジットオペレーション倉庫を拠点に、それぞれ管轄する複数の地域・

州への供給を担っている。国内17地域のすべてに迅速な輸送ができるよう、ハブには２カ月分

の医薬品と医療用品を保管することに重点を置いている。  

 シングルディストリビューターを通じた、これまでの国内メーカー製品の調達量は、金額ベ

ースで15倍以上に増加した。医薬品・医療用品の調達総量に占める国産品の割合は37％となっ

た。89件の長期契約を締結し、4,764品目を調達した。2009年から2021年にかけて、シングルデ

ィストリビューターによる調達に占める国産医薬品シェアは順調に増加している。2010年には

国内メーカーのシェアは金額ベースで15％だったが、2021年末にはその2.3倍の37％になった。 

 国内メーカーへの支援は、10年間の長期契約の形でなされている。10年間の長期供給契約の

義務の適切かつ質の高い履行を条件に、将来、完成品の販売に必要な医薬品市場の一定のニッ

チをメーカーに提供している。医薬品・医療用品の製造工場建設あるいは近代化を目的として

国内メーカーが入札に参加するにあたり、「SK-Pharmacy」は毎年、医薬品・医療用品の仮のリ

ストを作成し、長期契約締結のための入札を行っている。入札結果に基づき、落札した国内メ

ーカーと10年間の長期契約を締結する。長期契約の医薬品・医療用品リストに沿った供給準備

が整った場合は医薬品の供給に関するさらなる追加合意書を締結することになる。  

 現状、カザフスタンの国内主要メーカー10社が国家発注の88％をカバーしている。新型コロ

ナウイルス対策の医薬品についても、48％が現地生産されている。イスカリエフ会長の挨拶に

もあったが、大統領の指示のもと2025年までに国内生産シェアを50％まで拡大する計画がある。 

 我々の業界では、医薬品メーカーが33社、医療用品メーカーが41社、医療機器メーカーが22

社、合計96社の国内メーカーが活動を行っている。製薬企業は主にアルマトィ州やカラガンダ

州、シムケント市、アルマトィ市に集中している。その理由は交通ハブに近く、原材料や雇用
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が確保できるということが挙げられる。  

 国内メーカー支援のため、医薬品・医療用品の受託製造という概念が導入されている。外国

企業が、カザフスタン国内の代理店の設備を使って製造を行うものである。国内パートナーは

グッドマニュファクチャリングプラクティス（GMP）の遵守を保証する。現在、政令第375号に

より、すでに業界トップ30社に入るような大手企業の参入が始まりつつある。  

 シングルディストリビューターシステムで調達した医薬品リストを調べた結果、現地メーカ

ーがカバーしていない367品目の医薬品・医療用品のうち、41品目が最も高い価値を生み出して

いることが判明した。これは、ワクチンや血液凝固因子、糖尿病薬、抗腫瘍薬などの薬品価格

と総量比が国家ルートの販売で最大の利益を構成しており、投資家にとって最も魅力的である

ことを意味している。  

 国内製造発展のための強力なインセンティブとなるのは、ファイザーやバイエル、サノフィ

など業界トップ50社に入る大手グループとの協力である。そして製薬クラスター発展への大き

なインセンティブとなるのは、国内の研究機関、研究開発センターのような大規模な医科大学

研究所の関与、そしてそうした機関の経済特区やインダストリアル・ゾーンへの展開である。  

 研究開発センター発展の主な方向性は次のとおりである。  

 長期契約の可能性を利用するなど、輸入代替医薬品の創出を目的とした研究開発支援  

 科学研究所の技術設備の充実および国内大手製薬企業との共同作業  

 効果的な特許研究と国際市場モニタリングの促進  

 医薬品開発に関連する小規模な科学企業向けの助成金制度の創設  

 

 国内の医薬品メーカーを支援するため、国家と投資家の接点を「ワン・ウィンドウ」の原則

にするという考えに基づき、カザフインベストと「SK-Pharmacy」はインベストメントガイドブ

ックを共同で策定した。「SK-Pharmacy」のウェブサイトから閲覧することが可能である。  

 さらにカザフインベスト、カズトレード、カズインダストリー、バイテレク基金、アスタナ

国際金融センターに代表される多くの国の支援

機関があり、投資プロジェクトを支援するため、

「事業展開する国での潜在的投資家との協働」、

「ファイナンシャルサポート」、「国内メーカーの

輸出促進」、「貿易と金融の流れのオーガナイズ」

といったツールを提供している。今後の実り多い

協力に期待している。   
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アスィルハン・アシルベコフ 医療機器調達モニタリング部長 

報告「医療機器システムの改良」 

 

 カザフスタン共和国のトカエフ大統領は、医療機関における時代に合った医療機器の整備と

いう観点から、投資誘致や技術移転、最新開発成果の導入、国内メーカーが製造する最新医療

機器のシェアの拡大などについて、多くの指示を出した。保健省は「SK-Pharmacy」と共同でこ

の方向での活動を開始している。  

 では、カザフスタンの医療機関に医療機器を供給するシングルディストリビューターの機能

について簡単に説明したい。2020年12月のカザフスタン共和国保健大臣令に従い、長期供給契

約に基づいてシングルディストリビューターが購入した医療機器のリストが承認された。同リ

ストには現在、国内メーカーが製造する16品目の医療機器が含まれている。  

 医療機器整備の向上のため、世界のトップメーカーや国内医療技術メーカーと協力して、医

療機器製造の現地化または委託契約による製造を行う予定である。この課題を実行するために、

今後数年間にわたる一連の活動が予定されている。  

 また、我々はカザフスタンにおける製造現地化・委託製造の問題を解決するため、医療機器

の需要を検証した上で、需要をグループに分け、医療機器のライフサイクル契約のメカニズム

などを研究している。その過程で、医療機器メンテナンスの向上、スペアパーツの備蓄、医療

機関技術スタッフのトレーニングなどの問題にも取り組んでいく。国際的な実証研究を基にし

た、ライフサイクル契約導入のソリューションにおける主な要素は、「評価と計画」、「供給と導

入」、「稼働保証サービス」、「運用保証サービス」、そして分割払いやリースの利用を含む財務メ

カニズムもまた重要な要素である。  

 カザフスタンの医療機関における医療機器整備システム改善の一環として、保健省と「SK-

Pharmacy」の後援のもと、医療機器に関する第１回国際フォーラム「MedTech」が、2021年10月

27日にヌルスルタン市で開催された。フォーラム期間中、トゥグジャノフ副首相および保健大

臣は、フィリップス、キヤノン、Roche Diagnostics、GE Healthcare、アクチュブレントゲンとい

った医療機器メーカーの代表者との協議を行った。その結果、医療機器メーカーから、カザフ

スタンでの医療機器製造現地化プロジェクトの実施に関心が示された。もちろん最終決定は、

カザフスタンの医療機関における医療機器への需要を調査した上でなされる。  

 また、医療機器メンテナンスサービスの充実、カザフスタンの専門家の研修、ライフサイク

ル契約、長期リース、官民パートナーシップの導入などの問題についても議論がなされた。現

在は最終決定を待っている状況にある。世界的な製薬企業・医療機器メーカーとの直接的な話

し合いを国のトップが行っているということを強調したい。  
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 日本の医療機器メーカーの皆様に、カザフスタンでの医療機器生産・製造現地化での協力を

呼び掛けたい。  
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(12)サイダ・エルデンベコヴァ カザフスタン製薬企業「Medservice Plus」事業開発部長 

報告「カザフスタンにおける医薬品製造の現地化」 

 

 本日の私の報告では、医薬品製造現地化の現状、現地生産の発展に影響を与えるいくつかの

要素、医薬品製造現地化の実績の３点について特に強調してお話ししたい。  

 まずカザフスタンにおける医薬品現地製造の現状について、医薬品は国の保健当局に登録さ

れなければならないものであるが、現状では合計7,506品目が登録されている。その中でカザフ

スタン企業が製造しているのは1,053品目である。医薬品には原薬（API）、バルク、完成品の３

種類があり、原薬やバルクも含めた全医薬品のうち、国産割合はまだ13％である。  

 現在、カザフスタンの国内メーカーは31社ある。全部で972品目の医薬品が製造されており、

それぞれの投与剤形における国産割合は、外用薬で約４％、目薬・点鼻薬等で約10％、錠剤・

カプセル・シロップ剤等が61％、非経口投与の医薬品で18％となっている。植物由来の医薬品

では6.7％である。また、バイオシミラーの国産割合は1.3％、ワクチンやインターフェロン等の

免疫学的製剤ではわずか0.4％、放射線の医薬品もわずか0.2％である。一方、ジェネリック医薬

品では96％が国産のものとなっている。また薬剤コードの分類別では、例えば消化管・代謝に

影響与える薬剤の国産割合は９％、循環器系疾患の国産割合は10％、皮膚疾患治療の薬剤では

12％強となっている。いずれにしても、どの種類の薬剤に関しても、製品総数に占める国内メ

ーカーのシェアはまだ小さいというのが現状である。  

 では次に、医薬品現地生産のための規制緩和について、市場へのアクセスとして登録の取得

についてご紹介する。カザフスタンの国家要件に基づいた登録がなされていない医薬品の場合、

まず2021年７月からはEUの要件に調和した、ユーラシア経済連合の規則に沿った登録が求めら

れる。また、日本も含むICH（医薬品規制調和国際会議）諸国メーカーの臨床試験の査察が行わ

れる。１枚の登録証で複数の製造拠点を登録することができる。登録申請前、あるいは日本や

EUといった主な製造拠点の登録取得後に、カザフスタンの製造拠点への技術移転が可能となる。

なおカザフスタンの国家要件に基づいて登録された医薬品の場合は、登録に修正を加えれば、

技術移転を通じた製造の現地化が可能となる。  

 医薬品製造にはあらゆる段階での現地化の可能性がある。フルサイクル生産でも、一次包装

や品質管理を伴う二次包装、バッチ生産からでも構わない。また、先発医薬品の場合には委託

製造を行うための条件を定める。ローカルコンテントの確認は不要で、シングルディストリビ

ューターとの10年間の長期供給契約を結ぶための条件を別途定めることになる。医薬品の現地

化は公共調達において優先される。また医薬品への付加価値税の免除がある。さらに工場建設

のために特別なインダストリアル・ゾーンが割り当てられる。工場建設、GMP導入、スタッフ
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トレーニングにかかる費用の一部を国が負担する。さらに医薬品の輸出に関する国の支援もあ

り、費用の一部を国が負担する。この中で特に強調したいのは、２点目に申し上げた、「先発医

薬品委託製造の条件としてローカルコンテントの確認は不要で、「SK-Pharmacy」との10年間の

長期供給契約締結条件を別途定める」という点である。同契約は、国内メーカー発展のチャン

スを保証するものであると我々は認識している。  

 また、「医薬品の現地製造が行われれば、公共調達において優先される」という点にも注目し

ていただきたい。つまり競合するメーカーの製品があった場合、現地化されている製品の方が

国庫による買い付けでは有利であるということだ。加えて、インダストリアル・ゾーンには様々

な優遇措置がある。繰り返しになるが、特に工場建設には多大な費用がかかるため、国の支援

は大きいものとなる。国による輸出費用の一部負担も大きな支援となる。ここで言う輸出は、

CIS諸国への輸出、CIS諸国以外への輸出の両方を指している。  

 最後に、生産現地化の実績についてもお話ししたい。近年では2020年に新しい製薬工場が国

内で建設され、GMP遵守の証明書も得て稼働を開始したところである。これは主にノルウェー

とインドの製薬企業との協力による国際的な委託製造の例である。2021年には薬剤７品目の製

造現地化に成功した。また現地化が進行中の薬剤が４品目あり、現地化の準備段階にある薬物

分子が10品目以上ある。  

 我々にとって、この医薬品製造現地化は非常に重要な分野であり、すでに実績があるという

ことを改めて日本の皆様にお伝えしたい。  
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(13)マルス・マフムトフ 株式会社アクチュブレントゲン常務 

コメント 

 

 我々アクチュブレントゲンは、レントゲン機器分野ですでに80年にわたる経験をもつ企業で

ある。欧州の様々な企業との提携により、弊社の生産のうち30％ほどが外国企業製品の現地製

造となっている。製造現地化は2007年より開始し、General Electricをはじめ米国、欧州の企業と

の提携のもと活動を行っている。  

 我々としては、ぜひ日本企業の皆様を我々の工場にお招きしたいと考えている。我々はいつ

でもオープンであるため、カザフスタンとの協力により、現地生産を行っていただければ幸い

である。  
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(14)山田紀子 ピー・ジェイ・エル㈱代表取締役社長 

コメント 

 

 本日は、私が医療分野にどのように関わっているかを簡単にお話ししたい。  

 弊社は大きく分けて２つの事業を行っている。１つは、外国から医療機関を受診することを

目的に来日する患者の受け入れコーディネートである。「医療滞在ビザ」の身元保証だけでなく、

医療機関の紹介・受診予約、滞在中の医療通訳や翻訳サービス、滞在中のあらゆるサポート、

さらに帰国後のフォローも行っている。「医療滞在ビザ」というのは、日本の経済産業省または

国土交通省に登録された法人のみが保証できるビザで、現在登録された法人は約200社ある。  

 もう１つの事業は、日本からの医療機器の輸出である。基本的にメーカーとの直接契約に基

づいて輸出を行っている。輸出事業は日本の医療機関と医療機器メーカーとの連携に基づいて

行われているため、日本の医療に関する情報や医療技術に関する情報について、弊社は専門家

に常に確認できる立場にある。また、確認を経た的確な情報発信をすることに努めている。  

 患者の受け入れと医療機器の輸出、どちらの事業においても、需要把握のためには日本側だ

けでなく、外国側における信頼できるパートナーの存在が不可欠である。実際の事業を通じて

情報交換を行い、その情報交換による事業発展の機会を増やしたいと思っている。  

 しかしながら、実際に事業をスタートさせること自体が課題でもある。カザフスタンと日本

の間にも、相互に医療事情に関する情報がなかなか得られないという現状があるため、情報を

得るための方法の１つとして今回のようなセッションは大変有用だと思う。本日は具体的なカ

ザフスタンにおける医療分野の事情もご説明いただき、医薬品を扱うシングルディストリビュ

ーターや、メーカーによる協会の存在も知ることができた。そのおかげで、具体的にカザフス

タンに提案したいことがイメージできてきたのではないかと思う。今後の機会には、日本の医

療事情についてもぜひ知っていただければと思う。  

 最後に、カザフスタンにもメーカーによる協会があるとのことなので、日本の協会について

もご紹介したい。日本にも医薬品や医療機器メーカーの協会がいくつかあるが、外国からの患

者に医療を提供するという点での協会があり、それが「国際メディカル・コーディネート事業

者協会（JIMCA）」である。外国からの患者がトラブ

ルなく安全に医療を受けられる、また日本の医療機

関が安全に医療を提供できるということを目的とし

て、現在ガイドラインの整備を行っている。今後は各

国との医療交流も行っていきたい。両国の医療にお

ける接点や事業が広がることを期待している。   
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セッション３ 質疑応答  

 

有限責任事業組合「SK-Pharmacy」への質問： 

 購買対象となる医薬品や医療機器をどのように決めているのか。医療現場の需要はどのよう

に「SK-Pharmacy」の調達計画に反映されるのか。また、民間の医療機関との関係について知り

たい。「SK-Pharmacy」が外国から輸入した医薬品は民間の病院も購入することができるのか。 

 

イスカリエフ・有限責任事業組合「SK-Pharmacy」会長回答： 

 我々は国営医療機関とのみ関係をもっている。一部、医療保険分野での付き合いはあるが、

基本的に民間企業とは活動を行っていない。調達計画については毎年、医療機関から様々な申

請を受け取っている。これらの情報は我々の調達計画に自動的に反映されることもあれば、ヒ

アリングを行い反映させることもある。２つ目のポイントは在庫管理である。我々は通常の買

い付けサイクルの数量以外に、さらに25％分を在庫としている。現在、例えば新型コロナウイ

ルスの医薬品については30～60品目、２倍の在庫量を維持している。ただしウイルスが変異し

続けていることから、現在の品目数は16品目である。「SK-Pharmacy」はシングルディストリビ

ューターであり、すべての医療機関の需要や提案を統合し、買い付けを行っている。大手外国

製薬企業との長期契約による大規模な買い付けも行っている。国際機関経由の買い付けや入札

システムもある。我々の供給先は2,000もの病院であることから、コスト削減のため入札は自動

化されている。また我々は、医療機器に関して政府が提供するグラントのオペレーターでもあ

る。これらはすべて国家プログラムに関係したもので、我々がその運用を担っているのである。  

 民間医療機関との関係については、「Medservice Plus」からお話があるかと思うが、我々を通

じたカザフスタン国内製薬企業の連絡先リストの提供や、同協会による紹介は可能かと思う。

基本的に民間市場は「Medservice Plus」を通じての活動しかしていない。国営ディストリビュ

ーター経由の活動は、世界でも便利なものとして機能しているものである。そして実際に我々

は買い付け、保管、供給に至るまで、マルチな活動を行っている。  
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カザフスタン製薬企業「Medservice Plus」への質問： 

 カザフスタンの国内メーカーは31社あるとのことだが、これらの企業は地理的にどこかの地

域に集中しているのか。製薬クラスターのようなものはカザフスタンの国内に存在してるのか。

それから現地化について、製品の国内生産で国家がその経費を一部負担する支援についてお話

しされていたが、この一部というのは、法律などで決まっているのか。あるいは何らかの交渉

においてそのポーションが決められるのか。  

 

エルデンベコヴァ・カザフスタン製薬企業「Medservice Plus」事業開発部長回答： 

 イスカリエフ「SK-Pharmacy」会長よりカザフスタン市場についてお話しいただいたため、私

からは、カザフスタンが最も多くの無料医療サービス提供をしていることを強調したい。カザ

フスタン医薬品市場の約66％は、国による国民への無料医薬品提供が占めている。つまりシン

グルディストリビューターが、買い付け等のあらゆる活動により、国の医薬品市場の６割以上

に携わっているということである。そして残りの約４割が、民間企業が供給する医薬品である。

これが平均的な割合である。  

 １つ目の国内製薬企業の地理的分布についてのご質問だが、31社の企業は様々な州に分散し

て所在している。しかし、主要な大企業はアルマトィ市やシムケント市のような２大都市に集

中していることにご注目いただきたい。多数の企業があるのはアルマトィ市、アルマトィ州だ

が、シムケント市にもいくつかの大手企業が存在する。その他の国内製薬企業は地方に点在し

ており、例えばそのうちの大企業の１社である「Karaganda pharmaceutical complex」はカラガン

ダ市に所在している。  

 また、私自身もアルマトィ市にいるわけだが、アルマトィ市には、市としての医薬品製造ク

ラスター発展特別プログラムがある。そのほか、「SANTO」や「Himfarm」といった企業はシム

ケント市にある。「Zerde Fito」は薬草由来の原料を扱っている企業で、同社もシムケント市に

所在する。しかし概して大多数の企業はアルマトィ市に所在している。  

 これに関連してご注目いただきたいのは、我々、カザフスタン製薬企業「Medservice Plus」の

契約ポートフォリオである。現在、我々はディストリビューターとして最も大きなポートフォ

リオをもっている。我々が保有する契約数は約350件あり、うち160件が西側諸国の製薬企業と

の直接契約である。事実として、我々はオーストラリア大陸以外のすべての大陸とは取引があ

る。そして、我々のもつ350件の契約数のうち、残りの約半分が国内企業との契約である。これ

らの国内企業は我々と長期にわたってパートナー関係にあり、我々がディストリビューターと

なりサービス等を提供している企業となる。また国内の製薬企業以外にも、保税倉庫、通関業
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者、また独自の薬局販売網をもつ卸売業者など、いくつかのパートナーがいる。以上が弊社に

ついての簡単な紹介である。  

 それから２つ目のご質問、国の支援に関してだが、私からお話しした国の様々な特典につい

てはご指摘の通り、法律規定がある。法で規定されていなければ、我々は契約などすることは

できない。個別にご連絡をいただければ法律規定のリンクを提供する。これに関連して、経済

発展省や保健省には、こうした国の支援プログラムついて紹介する様々なセミナーや会合を開

催する機関がある。インターネット上で公開されている情報なのでお探しいただけると思う。  

 

スィズディコヴァ・有限責任事業組合「SK-Pharmacy」戦略部長： 

 国内メーカーへの特典について、私から補足をさせていただきたい。我々「SK-Pharmacy」の

報告でもお話ししたが、重要な特典の１つは、「SK-Pharmacy」と国内メーカーが10年間の長期

供給契約を結ぶことである。この契約により長期にわたってサプライヤーの製品販売を保証す

ることができる。これはカザフスタンメーカーのための主な特典の１つである。  

 

エルデンベコヴァ・カザフスタン製薬企業「Medservice Plus」事業開発部長： 

 私は報告の中で、現地生産を予定する特定品目の供給のため、国がシングルディストリビュ

ーターとの協力のもと、国内メーカーに対して10年間の長期供給契約締結の可能性を与えると

お話しした。シングルディストリビューターが必要とするリストに含まれている医薬品の製造

を現地化した場合、シングルディストリビューターは10年にわたって当該国内メーカーからの

み買い付けを行うことになり、当該製品の10年間の販売が保証されることを意味する。これは

ビジネスにとって非常に重要な側面であると思う。  

 

スィズディコヴァ・有限責任事業組合「SK-Pharmacy」戦略部長： 

 さらに加えて強調したいのは、委託生産契約を結んでいるメーカーとも契約締結が可能であ

るという点である。つまり「SK-Pharmacy」は、カザフスタンにおいて先発医薬品を現地製造し

たい外国メーカーとも長期契約を結ぶことができる。我々は10年間の当該医薬品の販売を保証

する。もちろん当該医薬品の製造に関する特定の環境や品質の必要条件の遵守は求められる。

報告でもお伝えしたことだが、我々が国内医療機関のために買い付けている製品のうち40％は

国内メーカーからの買い付けであること改めて強調したい。  
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エルデンベコヴァ・カザフスタン製薬企業「Medservice Plus」事業開発部長： 

 日本側にご質問というかお願いがあるのだが、カザフスタン市場に進出される際には、医薬

品の価格形成にご注意いただきたい。カザフスタンで日本の医薬品は、一般的な国内メーカー

のものよりかなり高い価格での提供になる可能性がある。これは非常に重要な点である。他に

も細かい注意点があるが、それは具体的にご連絡をくださった方にご説明したい。  

 

スィズディコヴァ・有限責任事業組合「SK-Pharmacy」戦略部長： 

 それからもう１つ、カザフスタンの法律に則り全権を受け、我々ディストリビューターが発

注者との契約を締結することができるという点も強調したい。これも外国のパートナーの方々

にとってカザフスタン市場への進出のための重要な１ルートであると思う。ぜひ日本企業の皆

様を我が国の市場にお招きしたい。  
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◆セッション４：テーマ別分科会「鉱業・冶金分野における協力の可能性」 

 

(15)ダニヤル・ムィルザフメトフ 国営鉱業企業「タウケン・サムルク」投資・マーケティング部長 

報告「国営鉱業企業『タウケン・サムルク』について」 

 

 私からは、国営鉱業企業「タウケン・サムルク」についてご紹介する。当社は関係者の利益

のため、鉱業・冶金業界におけるハイテクで効率的な新技術の開発・導入に取り組んでいる企

業である。簡単に申し上げれば、タウケン・サムルクは国家福祉基金「サムルク・カズィナ」

のグループ企業である。タウケン・サムルクは、固体鉱物資源の採掘・生産を専門とする垂直

統合企業である。  

 当社の使命は、戦略的パートナーとの共同プロジェクトの実施を通じて、カザフスタン共和

国の鉱業・冶金産業分野の発展を促進することである。ビジョンとしては、資産ポートフォリ

オの多様化を前提としている。カザフスタンの鉱業・冶金分野において、当社は幅広い投資家

にとって信頼できる戦略的パートナーである。多くの鉱区リソースを所有し、最高基準での投

資プロジェクト実施を提供している。  

 当社の活動の目的は、まず、質の高い資産ポートフォリオを構築することにある。その手段

として、主要な投資プロジェクトにおいて建設の完了と、設計パラメータの達成をタイムリー

に実施している。またジュニアプログラム施行の枠組み内で、新規の地質探査プロジェクトを

検討・実施している。  

 さらに、主要プロジェクト実施のため戦略的パートナーを誘致し、資産の運用効率を向上さ

せ、投資効率を向上させている。投資家のため、平等と相互利益に基づいた柔軟な条件を創出

し、持続可能な開発イニシアチブを実施している。  

 現在のプロジェクトポートフォリオは、①生産段階のプロジェクト、②開発段階のプロジェ

クト、③探査段階のプロジェクトの３つのカテゴリーに分類できる。このように、タウケン・

サムルクには鉱業・冶金分野におけるプロジェクト実施について、すべての段階での経験があ

る。  

 生産段階のプロジェクトでは、具体的に挙げると、2013年に操業開始した精練所をもってお

り、2021年には51ｔの金を精製した。また、1997年に操業開始したカズツィンク社に資本参加

しており、出資比率は約30％である。  

 開発段階のプロジェクトとしては、まずは皆様もよくご存じのシャルキヤ鉱区を挙げたい。

Micon社の評価で同鉱区の予測、推定、確定資源量（JORC規定）は１億7,490万ｔとされている。

亜鉛および鉛の平均含有量はそれぞれ3.76％および1.01％である。また、カラガンダ州北カトパ
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ルおよびヴェルフニエ・カイラクティ鉱区では、タングステンの予測、推定、確定資源量は122

万3,000ｔ相当である。アライグィル鉱区については、資源埋蔵量はカテゴリーC1・C2に区分さ

れ1,850万ｔ、鉛の平均含有量は5.4％、銀の平均含有量が１ｔ当たり26グラムである。  

 探査段階のプロジェクトにはクンディズディおよびベンチェグル鉱区があり、資源評価は銅

70万～100万ｔで、含有量は１～1.5％となっている。  

 投資家誘致のための戦略的目的達成に向けた協力についてお話しすると、現時点でカザフス

タンには、商業的に採算が取れ地下資源利用の制限もない、すぐに生産が可能なプロジェクト

がないため、やはり重要なことは共同探査のための経験豊富なパートナーを探すことである。

これはシャルキヤ鉱区やアライグィル鉱区、北カトパルおよびヴェルフニエ・カイラクティ鉱

区、またジュニアプログラムにおいても同様である。  

 ジュニアプログラムについては、フォーテスキュー・メタルズ・グループ（FMG）および

「Discovery Ventures Kazakhstan」の協力のもと開発が順調に進んでいることを強調したい。プ

ロジェクトの資金調達はパートナーによって合意に基づいて実施されており、タウケン・サム

ルクは今後もパートナーとの協力のもと投資を進める方向性である。すべてのプロジェクトは

段階的に実施されている。まず、第１段階では、歴史的なデータの収集・解釈、地球物理学的

調査、地質図の作成を行う。次に第２段階が、地球化学的評価と一次掘削の実施である。地球

化学的な異常を評価するための体系的な土壌サンプリング、そしてリバースサーキュレーショ

ンドリルによる掘削が行われる。最終となる第３段階では、包括的な掘削が行われる。ここで

最終的な地質構成データを確定し、採掘の商業的妥当性の評価をしていく。  

 このように、タウケン・サムルクは小規模な「ジュニア」企業を対象に支援を行うジュニア

プログラムを展開している。こうした企業には大鉱床への投資機会があまりないという現状が

あるため、本プログラムを通じてマーケティング、専門家のサポートを提供している。タウケ

ン・サムルクは本プログラムへのファイナンスサポートも行っている。このようなプログラム

は世界でも人気があり、戦略的企業によって積極的に活用されているものである。  

 本プログラムのスキームは「戦略的プロセス」と呼ばれるものである。対象プロジェクトを

選定し協力スキームや事業計画を策定した後、タ

ウケン・サムルクは、プロジェクトの開始から完

了、つまり最終的な決定を下して生産を開始する

ところまで、プロジェクトを計画どおり進め、資

産を正しく活用することができるよう、各段階で

のあらゆる種類のサービスを提供している。   
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(16)アスハト・ジルバエフ 有限責任事業組合「YDD Corporation」コマーシャルディレクター 

報告「YDD CorporationおよびAsiaFerroAlloysについて」 

 

 コロナ禍で様々な問題があるが、本日のようなウェビナーは情報収集や交流の良い機会であ

る。カザフスタンにとっても素晴らしい機会だと思っている。カザフスタンには現在、多くの

プロジェクトが存在しており、その中には世界にご紹介したいプロジェクトがある。  

 我々「YDD Corporation」そして「AsiaFerroAlloys」社は、まだ公式に登記してから４年とい

う非常に若い企業である。簡潔に当社の概要をご説明すると、現在グループ全体で3,000人ほど

の従業員がおり、フェロシリコンや濃縮炭、コークス、セミコークス、鋳物製品などを製造し

ている。４年間で多くの成果を出してきた。新たに建設した工場には様々な国の最新設備を導

入している。ロジスティクスの課題はあったが、政府の支援や弊社の大株主たちの支援により

発展を遂げてきた。本日は我々が現在もっているものについてお話ししたい。  

 現在、「YDD Corporation」のフェロシリコン生産量は年間24万ｔになる。グレードは75、70、

65のものを生産している。マイクロシリカの生産量は年間２万4,000ｔである。「AsiaFerroAlloys」

社ではフェロマンガン、フェロシリコマンガン、フェロシリコン、コークス、セミコークス、

濃縮炭等も生産している。  

 「YDD Corporation」のフェロアロイ工場は2019年に起工し、わずか22カ月で建設された。同

工場には85.5MWAのアーク炉が設置されている。現在の従業員数は600名ほどだが、800名に増

える予定である。ご注目いただきたいのは、生産プロセスが98％自動化されていることで、同

じ地域の同業他社が5,000～6,000人で行っている作業を弊社ではこの人数で行っているという

ことである。工場の生産能力は、現時点では世界第５位を占めている。  

 また、我々が誇りに思っていることとして、同工場では高度なガス精製を行っており、ガス・

ダストの99.8％はエアクーラー、サイクロン、バッグフィルターで構成される高度な吸引複合

体によって吸着される。稼働開始後３年間に生産したフェロシリコンはすでに49カ国に輸出さ

れている。日本市場との関係もすでに確立しており、今後も継続的に協力を展開していきたい

と考えている。  

 では次に、「AsiaFerroAlloys」社についてご紹介したい。同社は2018年の創設であるが、カザ

フスタンに古くからある大手メーカーの不採算事業をロンドン証券取引所で買収したことによ

り作られた企業である。鋼球、研削シリンダー、破砕板、ポンプケーシングなど、すでに900種

類以上の製品を生産対象としている。同社の工場はもともと鋳物工場であったが、インフラ開

発が行われ、優秀な従業員を擁する企業に成長した。同工場ではコークス、セミコークスの生

産も行っている。  
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 2020年11月には、トカエフ大統領が我々の工場を視察した。株主とともに、2021年内に建設

が定められていた２カ所の工場を大統領に見せた。この課題は想定よりも早く達成することが

できた。  

 例えば「AsiaFerroAlloys」社の濃縮炭工場は７カ月という短期間で、2021年４月に建設がなさ

れた。同工場の生産能力は200万ｔである。カザフスタンがエネルギー大国であることは皆様ご

存じかと思うが、主なエネルギーは石炭である。我々が行っている事業というのは、石炭の冶

金分野での利用である。濃縮・焼結を行い他の国への販売を行っている。すでに多くの欧州諸

国、そして近隣諸国と取引実績がある。日本や韓国メーカーとの交渉もしているが、現在はま

だ検討段階にある。  

 また、2021年９月には新しい工場の建設が終了した。この「サリィ・アルカ・フェロアロイ

プラント」には８MVAの新たな鉱石用の熱炉が８基設置されている。工場の生産能力はフェロ

アロイ年間５万7,000ｔである。フェロマンガンとシリコマンガンの生産も行っており、  

各炉の能力により１日当たり25ｔのシリコマンガンを生産することができる。現在300人の従

業員を抱えている。同工場の製品は日本市場にも向けられたものである。東南アジア諸国や欧

州諸国、CIS諸国にも輸出している。  

 我々には49カ国の非常に多くのパートナーがいる。今後も継続的に協力を展開し、販売市場

を拡大していきたい。  
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(17)西野元樹 アドバンストマテリアルジャパン㈱営業本部長 

コメント 

 

 本日のウェビナーでお話しさせていただくことは私にとって非常に光栄である。私はカザフ

スタンとのレアメタル取引を2000年から20年以上続けているが、この機会を通じて、カザフス

タンと日本との協力関係の拡大に貢献出来ればと考えている。  

 アドバンストマテリアルジャパン（AMJ）はレアメタルトレーディングに特化した日本の貿

易会社である。主なビジネスはレアメタルのプライマリー原料、これは鉱山や精錬工場が生産

するレアメタル原料を中国、ロシア、CIS諸国から購入し、主に日本市場に供給することである。 

 AMJには５つの得意分野があり、それぞれ日本市場の20～40％程度の市場シェアを保有して

いる。その５つの分野とは①タングステン、②チタン、③タンタル、④レアアース、⑤フェロ

アロイである。また近年、こうしたプライマリー原料以外に、スクラップトレーディング、ま

たリサイクルビジネスにも力を入れている。  

 売上高は、2021年度で２億2,500万ドル、2022年度はまだ終わっていないが３億5,000万ドルと

なる見込みである。レアメタル専門商社としては日本で一番大きな実績を上げている。  

 AMJのレアメタルビジネスの歴史は古く、1970年代末に中国からのタングステンやレアアー

スの原料輸入を開始した。また、1980年代末にソ連からチタンを始めとする多くのレアメタル

の輸入を開始した。1990年代半ばには、カザフスタンのUK-TMP（ウスチカメノゴルスク・チタ

ン・マグネシウム・コンビナート）社からチタンスポンジの購入を開始し、同社の安定生産の

ため多くの協力を行ってきた。  

 2000年代初旬からは、ロシア沿海地方のプリモルスク鉱山への鉱山設備の供給、そしてタン

グステン精鉱の購入を開始し、20年以上にわたって同鉱山の主要販売先として多くの協力を続

けている。また、2000年代半ばには、同じくカザフスタンのUMZ（ウリバ冶金工場）社からタ

ンタル・インゴットの購入を開始し、日本の需要家への安定供給を行っている。  

 AMJが扱うレアメタルは多岐に渡っており、メイン商品であるタングステン、チタン、タン

タル、フェロアロイ、レアアース以外に、リチウム、マグネシウム、バナジウム、クロム、ガ

リウム、ゲルマニウム、セレン、ジルコニウム、ニオビウム、モリブデン、カドミウム、イン

ジウム、アンチモンなども扱っている。そのような意味で、カザフスタンでこれらのレアメタ

ルのサプライヤーがいるようであれば、ぜひ協力を行い、取引関係を構築していきたい。  

 先ほど、スクラップビジネスやリサイクルビジネスにも力を入れているとお伝えしたが、タ

ングステンカーバイドスクラップ、レアアースの磁石スクラップ、廃基盤などのEウェイスト

（電子廃棄物）、リチウムイオンバッテリーのスクラップなどの扱い量を増やしており、カザフ
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スタンでこういったスクラップの回収をしている会社があれば、ぜひ取引を行いたい。  

 AMJにとってカザフスタンは非常に重要なパートナーである。すでにお伝えしたように、我々

は1990年代半ばからカザフスタンとのチタンスポンジの取引を開始し、この取引がAMJの発展

に大きく貢献してくれた。そのため、カザフスタンへの感謝の意味、そしてこれからの協力へ

の期待を込めて、AMJのロゴのブルーと金色はカザフスタンの国旗から色を取らせてもらった

ものである。我々にとってカザフスタン、そしてカザフスタンのパートナーは非常に大事な存

在である。これからもAMJがカザフスタンおよびカザフスタンのパートナーとの協力関係をさ

らに強くできることを期待している。  
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セッション４ 質疑応答  

 

国営鉱業企業「タウケン・サムルク」への質問： 

 年初の抗議行動を受けた改革がこれからなされると聞いているが、地下資源利用者に対する

課税が重くなる、あるいは地下資源利用プロジェクトにおける投資環境が変わるといった報道

を見たことがある。こうした情報は事実なのか。  

 

ムィルザフメトフ・国営鉱業企業「タウケン・サムルク」投資・マーケティング部長回答： 

 税法典における変更はなされる予定だと聞いている。変更がなされるのであれば、まずはそ

の変更を待って、内容を見てみることとしたい。情報が事実なのかというご質問に対しては、

そのような報道を見たことがないため明確にお答えすることは難しく、コメントすることは出

来かねる。  

 投資環境については、次のことを申し上げたい。基本的にカザフスタンは変わることなく、

魅力的な投資先であり続ける。その理由は２つあり、まず地元の労働力、そして安価なリソー

スである。例えば電力は相当安い。これらの主な要素によって、プロジェクトの実施コストを

下げる、また十分に競争力をもった、短期間で採算性の取れたプロジェクトを実施することが

できる。  

 （モデレーターからの税法典の変更予定についての確認に対し）税法のシステムそのものが

変わるわけではなく、税法典の中での変更が行われる。国内企業、外国企業を問わずすべての

法人に関して、課税に対する要件の変更がありうると聞いている。このような変更がもたらさ

れれば、我々は税法典の中でそれを確認することになる。税法典の変更点を注視していくこと

をお勧めする。地下資源利用分野の課税にどのくらい影響するか、そこで最終決定が分かるだ

ろう。我々が望むか望まないかには関わらず、税法典の変更というのは決まりがあり、順序だ

てて行われるものである。また複合的なプロセスがあり時間を要するものだ。税法典の修正と

いうは、実のところそれほど頻繁に行わるものではない。  
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国営鉱業企業「タウケン・サムルク」への質問： 

 御社のCAVEX IIでの展示を拝見した。展示物の中に、日本企業と共同実施したいプロジェク

トとして希少金属・希土類金属に関するプロジェクトと記載されていた。本日のお話にはなか

ったようだが、具体的にどのようなことを提案されているのか。  

 

ムィルザフメトフ・国営鉱業企業「タウケン・サムルク」投資・マーケティング部長回答： 

 簡単にご説明したいと思う。「タウケン・サムルク」には自社の基準を考慮した発展戦略があ

り、その中で金属も優先分野として記載がなされている。この自社の基準となっているものの

１つは市場の規模であるが、レアアースについては市場規模が限定的であるとみなしている。

ただし、何らかのレアメタルが明確な発展傾向にあると分かれば、カザフスタンでのプロジェ

クト実施を戦略プログラムに入れることも検討する。  

 指摘しておきたいのは、過去にすでにカザフスタンにおいて、住友商事およびカザトムプロ

ムと共同でのレアメタル生産プロジェクトの実施を試みたことがあったということである。残

念ながら高値期間はそれほど長く続かず、中国によるレアアース輸出規制が行われた。同プロ

ジェクトは徐々に実現しない方向になってきている。  

 レアメタルについて、タンタルやニオビウムなどはカザフスタンでも生産されており、これ

らはすべて輸出向けの生産だということは知っている。基本的に「タウケン・サムルク」のレ

ベルでは、世界の傾向、そしてしかるべき技術をもつ戦略的パートナーの存在を考慮したうえ

で、ご提案を検討する用意はできている。  

 現在、電気自動車や代替エネルギーなどの方向で発展が進んでおり、希少金属・希土類市場

の動きも活発化している。コバルトやニッケル、またアルミニウムなどの成長が分析されてい

る。米国でもクリティカルメタルがホット・イシューとなっている。米国は中国からこれらを

輸入していたことから、製品に使用される原材料をどう確保するかが課題となっている。  

 

有限責任事業組合「YDD Corporation」への質問： 

 政府の支援を受けたとお話しされていたが、それはなぜか。御社が活動されている分野がカ

ザフスタンにとっての戦略分野だからなのか、あるいはフェロアロイという生産物が戦略分野

に関係するからなのか。どういった理由で政府の強い支援を受けておられるのか。  

 鉄などの精錬に石炭を多く使用すると思うが、環境対策についてのこれからの発展計画はあ

るか。また環境対策分野で外国企業との協力を考えているか。  
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ジルバエフ・有限責任事業組合「YDD Corporation」コマーシャルディレクター回答： 

 まず、国の支援については、第１回目が22カ月、第２回目が７カ月、第３回目が９カ月の工

期であった我々の工場建設プロジェクトにおいて大きな支援を受けた。我々はコロナ禍の影響

で非常に多くの困難に直面した。例えば中国やロシアとの国境が閉鎖され、貨物輸送で問題が

発生した。カザフスタンでフェロアロイ自体は特に戦略的物資ではないのだが、このような影

響を受けたことから、プロジェクトの円滑化を要望するレターを各国のカザフスタン大使館や

外務省に送る必要性が出てきた。そしてこれを受け、工場の建設プロジェクトについてできる

だけ建設計画に沿った実現が行われるよう政府が動いてくれた。我々が輸出向け製品を生産す

るイノベーション企業であり、さらに雇用創出や税基盤の構築といった意味でも重要な工場と

考えていただけたのだと思う。つまり、私がここで申し上げたいのは、我々のこれまでの様々

な成果が正しく評価されたということである。とても良いご質問をいただいた。  

 それから２つ目の環境対策についてのご質問だが、なぜそのようなご質問をされたかという

ことはよく分かる。お話ししたように、我々の生産能力200万ｔの濃縮炭工場では、工場の所在

地と同じカザフスタン中央に位置するカラガンダ州の企業から石炭を購入している。我々はカ

ーボンフットプリントを導入しており、石炭は電力エネルギー生産のためには利用していない。

我々の石炭は冶金、フェロシリコン製造への再利用のためのものである。つまり鉄くずやコー

クス、セミコークスなど、あらゆる製品の一要素のようなものなのである。我々の石炭は再利

用することができるため通常の石炭とは異なる。そのようなわけで、我々は環境保全に取り組

んでおり、弊社の戦略におけるプライオリティの１つは環境保全である。プレゼンテーション

でも触れたが、弊社の工場では最低でも（ガス・ダストの）99.8％の浄化が行われている。他の

企業との協力についても、我々はオープンである。  
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スィズディコフ 在日カザフスタン共和国大使館経済調査・投資計画担当参事官コメント： 

 私から少し補足させていただきたい。昨日も本日も、投資環境がどうなるのかという同様の

根本的な質問があった。これについては二重の解釈があってはならない。トカエフ大統領は、

すでに進出している既存の投資家に対する投資環境が変更されることはなく、国によるあらゆ

る保証や義務はすべて履行されると、はっきり宣言している。  

 また、地下資源法の変更については、逆に投資環境は良くなるということを意味している。

特に脱炭素の側面から、世界中で使用されている国際基準を導入する。カザフスタンはこのよ

うな国際基準を自国の法政策に反映させていかなければならない。もし投資家に関係する法令

が変更されるとしても、それは改善の方向に向けた変更のみであり、悪い方向に変更すること

はない。この点の理解は非常にはっきりしている。  

 ２点目として、「タウケン・サムルク」からお話ししたレアアース・レアメタルについて、具

体的なご質問があれば、ぜひイベント終了後にB2B面談を行っていきたい。カザフスタンには

「タウケン・サムルク」だけでなく、他にも商談対象となる鉱業・冶金分野の企業が多く存在

している。また、第３セッションの「SK-Pharmacy」についても同様で、ご質問があればぜひ、

B2Bで具体的な項目を挙げて協議をしていきたい。そこであらゆるプロセス、ニュアンスにつ

いて議論できればと思う。  

 また、「YDD Corporation」のような企業への国家支援についての話があったが、製造業に対

しては、国はとても幅広い支援を行っている。そしてこうした支援は、外国企業に対しても提

供されるものである。つまり皆様のような外国企業が製造業に投資をする場合には、国からの

支援を受け取ることができる。  
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３．当日紹介できなかった質問に対する報告者の書面回答 

 

【国営企業「カザフインベスト」への質問】  

質問：  新体制では鉱山会社に対する対応は変わるのか。海外報道では、既存の鉱山会社に対

し国際価格に準じた大増税をかけると記事にあったが、どうなのだろうか。  

回答：  トカエフ・カザフスタン共和国大統領は、この問題について注意深く調べるよう指示

を出している。本件に関する何らかの根拠のない性急な決定がなされることは予期さ

れていない。政府は投資家コミュニティと共に、国際課税と移転価格の課題を詳細に

検討しているところである。鉱業・冶金部門の状況を考慮したうえ、全種類の固形鉱物

資源についてその採掘に対する税の計算が行われている。  

 概して、地下資源利用分野におけるカザフスタンの投資環境は引き続き良好なもの

であり続ける。新たな「地下資源および地下資源利用についての法典」の導入以来、固

形鉱物資源探査・採掘のため1,600以上のライセンスが発行されており、行政プロセス

が大幅に簡素化され、投資家に対する環境は改善された。  

 

【国営企業「カザフインベスト」への質問】 

質問：  カザフスタンに投資する理由の１つに安い電力を挙げておられるが、仮想通貨のマイ

ニングが盛んになることによって国内に電力不足が生じているとの報道が2021年、日

本でもたびたび見られた。価格・供給量ともにカザフスタンの電力に問題はないの

か。  

回答：  （2021～2022年）秋冬の電力・容量不足を未然に防ぐため、2021年11月にジャンブィ

ル・ハイドロリサイクル発電所（GRES）の３号機が稼働を開始し、2022年１月には同

４号機が稼働開始し、これらによって発電量を330MW（280MWから610MW）増大する

ことが可能となった。  

 「灰色の」暗号通貨マイナーらの制御不能な増大および発電所での事故によって、

2021年６月以降に電力不足となり、隣接する国からの約３億kWhのマイナスのバラン

スフローによってカバーされた。  

 また、集中した取引で電力が不足し計画輸入された際に、暗号通貨マイナーの活動

を制限するメカニズムも導入された。  

 今日では、デジタルマイニングの違法な主体を特定する作業が続けられており、当

該主体に対するさらなる規制として、次の対策が策定されている。  

 デジタルマイニング活動のライセンス導入やデジタルマイニング主体による
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電力消費の割り当てを規定する法改正パッケージの採用  

 新規の暗号通貨マイナーによる電力接続の一時停止措置  

 デジタルマイニング主体による、再生可能エネルギー源の電力消費および輸入

電力消費への移行。  

 新たな電力容量産出を含むエネルギーバランスの安定化は、容量市場内でのプロジ

ェクト実施を通じて計画されており、それにより2022～2025年にかけて1,760MWの追

加が可能となる見込みである。同プロジェクトの総投資額は4,910億テンゲを超える予

定である。  

 2021年の発電量は1,144億kWhであった。2022年の発電計画も1,144億kWhとなってい

る。  

 西部および南部地域のエネルギーシステムの強化や、西部地域の統一電力システム

への接続を含む、全国電力網の近代化作業が進行中である。  

 投資家を再生可能エネルギー部門に誘致する活動も続けられている。2022年には、

２億2,500万ドル相当となる、総容量290MWの再生可能エネルギープロジェクトが10件

実施される予定である。  

 2035年までに、風力発電所を中心とした再生可能エネルギー源利用のための発電能

力約6.5GWの施設を含む、10GWを超える容量の増強が計画されている。  

 さらに、国のエネルギー収支では、基礎的な発電の新たな供給源として、少なくとも

2.4GWの設備容量を備えた原子力発電所が見込まれている。  

 

【株式会社「情報会計センター」への質問】  

質問：  民営化の対象には発電所や空港のような公共施設が含まれているようだが、購入した

場合、こうした施設が採算に合うかどうかは料金設定によると思う。例えば発電所を

購入したとして、外国投資家が対象地域の電力料金の設定に関わることができる可能

性はあるのか。  

回答：  民営化契約においては料金の規定はなされない。これらの企業は、業界の法律に従っ

て、現在、規制の対象となっているか、あるいは所有権変更後に規制の対象となる。料

金は数年間固定することができる。エネルギー分野では、新たな「Free Capacity」スキ

ームへの移行が行われる予定である。  

   日本の戦略的な投資家が新しい発電所（例えば再生可能エネルギー）の建設を決定

した場合、政府間協定が締結される可能性があり、それにより保証された料金の規定

が可能となる。   
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３．オンラインイベント参加者アンケート結果 

 

ウェビナー「カザフスタンと日本の投資発展の可能性」 

（2022年２月１日） 

参加者アンケート集計結果 

 

2022年２月 

（一社）ロシアNIS貿易会（ROTOBO） 

 

Ｉ．回答者数 

回答総数18件。 

 

Ⅱ．設問への回答 

セッション１：総論「カザフスタンの投資環境」 

 

１．セッション１：総論「カザフスタンの投資環境」全体の評価をお聞かせください。 

 

 
２．プログラム（テーマ設定、報告者の構成等）の評価をお聞かせください。 

 

非常に良かった

28%

（５名）

良かった

44%

（８名）

どちらとも言い難い

5%

（1名）

あまり良くなかった

6%

（１名）

このイベントを視聴しなかった

17%

（３名）

非常に良かった

28%

（５名）

良かった

50%

（９名）

どちらとも言い難い

11%

（２名）

あまり良くなかった

5%

（１名）

このイベントを視聴しなかった

6%

（１名）
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３．ご視聴になった報告の中で、参考になった・有益であったものを以下よりご選択下さい（複数選択可）。 

 

 

 

４．上記報告についてご意見、ご感想等あれば自由にご記入ください。 

 先月の難しい状況について、率直に話される姿勢に好感を抱いた。 

 世界が注目しているカザフスタンの投資政策に、暴動前後で変更がないというのが気になる点であ

り、回答が興味深かった。 

 カザフスタン側のプレゼン資料は充実していた。ただし、日系企業では未だ目立った成功例が見当

たらないのはなぜか。日本側コメンテーターの３つの質問は核心を突いていると思う。 

 セッションでは、今回のカザフスタンにおける騒乱に伴い、信頼回復のためにカザフスタン政府が対

日に限らずどのような方針で臨むのか、その説明を期待していたが、深く触れないため判らなかっ

た。現地事情が分からない企業がほとんどだと思うが、カントリーリスク分析も出来ないため、厳し

目の評価とした。 

 

５．本日のウェビナーを視聴して、カザフスタンの投資環境や同国との貿易に関する知識は深まりましたか。 

 

2

1

10

2

5

11

0 2 4 6 8 10 12

このイベントを視聴しなかった

特になし

日本側コメント（住友商事 尾上氏）

株式会社「情報会計センター」

アスタナ国際金融センター

国営企業「カザフインベスト」

とても深まった

22%

（４名）

深まった

50%

（９名）

どちらとも言い難い

6%

（１名）

あまり深まらなかった

11%

（２名）

このイベントを視聴しなかった

11%

（２名）
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セッション２：テーマ別分科会「IT分野における協力の可能性」 

 

６．セッション２：テーマ別分科会「IT分野における協力の可能性」全体の評価をお聞かせください。 

 

 

７．プログラム（テーマ設定、報告者の構成等）の評価をお聞かせください。 

 

 

８．ご視聴になった報告の中で、参考になった・有益であったものを以下よりご選択下さい（複数選択可）。 

 

 

非常に良かった

11%

（２名）

良かった

45%

（８名）どちらとも言い難い

11%

（２名）

このイベントを視聴しなかった

33%

（６名）

非常に良かった

11%

（２名）

良かった

45%

（８名）

どちらとも言い難い

11%

（２名）

このイベントを視聴しなかった

33%

（６名）

6

3

7

2

3

2

2

0 1 2 3 4 5 6 7 8

このイベントを視聴しなかった

特になし

日本側コメント（テクノソリューション坂口氏）

有限責任事業組合「Clockster」

OQUDA株式会社

有限責任事業組合「Cerebra.ai」

国際ITスタートアップ・テクノパーク「アスタナ・ハブ」
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９．上記報告についてご意見、ご感想等あれば自由にご記入ください。 

 カザフスタンでのデジタル化推進が継続して進んでいるようで大変興味深かった。より先進的な技

術やビジネスモデルのスタートアップが出てくることを期待している。 

 Ｑ＆Ａや意見交換の時間が少なく残念だった。 

 

10．本日のオンラインイベントを視聴して、カザフスタンのデジタル・IT分野に関する知識は深まりましたか。 

 

 

その他共通質問 

 

11．通訳の評価についてお聞かせください。 

 

とても深まった

11%

（２名）

深まった

33%

（６名）

どちらとも言い難い

17%

（３名）

あまり深まらなかった

6%

（１名）

このイベントを視聴しなかった

33%

（６名）

非常に良かった

17%

（３名）

良かった

33%

（６名）

どちらとも言い難い

22%

（４名）

あまり良くなかった

6%

（１名）

通訳を聞かなかった

22%

（４名）
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12．本日のオンラインイベント開催について、どこで知りましたか。以下より回答を選択してください（複数回答

可）。 

 

 

13．その他本日のオンラインイベント全体を通じてのご意見やご感想、あるいは今後の中央アジア関連のイベ

ントに対するご要望、ご提案がありましたら以下自由にご記入ください。 

 カザフも一見洗練されているようで、時間をなかなか守らない等苦労があると思う。騒乱にかかわ

るコメントを日本・カザフスタンの双方から聞くことができ良かった。 

 質問時間がなく残念だった。 

 上記の通り、実態がどうなのか分析し、現地事情の実情を説明する機会をいただきたい。 

  

0

0

3

1

0

2

15

現地メディアの報道・バナー広告

ウェブ検索結果・Google広告・Yahoo!広告

CAVEX II 特設ウェブサイト・バーチャル展示会のイベント情報

自社内の案内

カザフスタン側からの案内

日本カザフスタン投資環境整備ネットワークのウェブサイト

ロシアNIS貿易会の案内（ウェブサイト含む）

0 5 10 15 20
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ウェビナー「カザフスタンと日本の投資発展の可能性」 

（2022年２月２日） 

参加者アンケート集計結果 

 

2022年２月 

（一社）ロシアNIS貿易会（ROTOBO） 

 

Ｉ．回答者数  

回答総数９件。 

 

Ⅱ．設問への回答  

セッション３：テーマ別分科会「医療分野における協力の可能性」  

 

１．セッション３：テーマ別分科会「医療分野における協力の可能性」全体の評価をお聞か

せください。  

 

 

２．プログラム（テーマ設定、報告者の構成等）の評価をお聞かせください。 

 

非常に良かった

56%

（５名）

良かった

44%

（４名）

非常に良かった

56%

（５名）

良かった

44%

（９名）
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３．ご視聴になった報告の中で、参考になった・有益であったものを以下よりご選択下さい（複数選

択可）。 

 

４．本日のオンラインイベントを視聴して、カザフスタンの製薬分野に関する知識は深まりましたか。 

 

 

セッション４：テーマ別分科会「鉱業・冶金分野における協力の可能性」  

 

５．セッション４：テーマ別分科会「鉱業・冶金分野における協力の可能性」全体の評価をお聞か

せください。 

 

1

1

2

0

4

4

0 1 2 3 4 5

このイベントを視聴しなかった

特になし

日本側コメント（ピー・ジェイ・エル山田氏）

株式会社「アクチュブレントゲン」

カザフスタン製薬企業「Medservice Plus」

有限責任事業組合「SK-Pharmacy」

とても深まった

33%

（３名）

深まった

45%

（４名）

あまり深まらなかった

11%

（１名）

このイベントを視聴しなかった

11%

（１名）

非常に良かった

33%

（３名）

良かった

45%

（４名）

このイベントを視聴しなかった

22%

（２名）



115 
 

６．プログラム（テーマ設定、報告者の構成等）の評価をお聞かせください。 

 

 

 

７．ご視聴になった報告の中で、参考になった・有益であったものを以下よりご選択下さい（複数選択

可）。 

 

 

８．本日のオンラインイベントを視聴して、カザフスタンの鉱業・冶金分野に関する知識は深まりまし

たか。 

 

 

非常に良かった

45%

（４名）

良かった

33%

（３名）

このイベントを視聴しなかった

22%

（２名）

2

0

4

4

5

0 1 2 3 4 5 6

このイベントを視聴しなかった

特になし

日本側コメント（アドバンストマテリアルジャパン西野氏）

有限責任事業組合「YDD Corporation」

国営鉱業企業「タウケン・サムルク」

とても深まった

33%

（３名）

深まった

45%

（４名）

このイベントを視聴しなかった

22%

（２名）
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その他共通質問  

 

９．通訳の評価についてお聞かせください。 

 

 

10．本日のオンラインイベント開催について、どこで知りましたか。以下より回答を選択してくださ

い（複数回答可）。 

 

 

11．その他本日のオンラインイベント全体を通じてのご意見やご感想、あるいは今後の中央アジア関連

のイベントに対するご要望、ご提案がありましたら以下自由にご記入ください。 

 司会が毎度秀逸。 

 どうしても年初の騒動もあり、安心して投資できる長期的信頼関係に傷がついてしまった中の

セミナーで大変だったとは思うが、報告者の方々の真摯な態度もあり、良い方向に向かってい

ると思う。最後のスィズディコフ参事官のコメントも好印象だった。 

非常に良かった

34%

（３名）

良かった

33%

（３名）

通訳を聞かなかった

33%

（３名）

0

0

0

2

2

1

5

現地メディアの報道・バナー広告

ウェブ検索結果・Google広告・Yahoo!広告

CAVEX II 特設ウェブサイト・バーチャル展示会のイベント情報

自社内の案内

カザフスタン側からの案内

日本カザフスタン投資環境整備ネットワークのウェブサイト

ロシアNIS貿易会の案内（ウェブサイト含む）

0 2 4 6
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Ⅱ．特設ウェブサイト・バーチャル展示会 
 

 

１．特設ウェブサイト 

 

 CAVEX IIの特設ウェブサイトおよびバーチャル展示会には各国の政府機関、組織、企業が参

加し、日本企業に向けて商品や投資プロジェクトのPRを行った。オンラインプラットフォーム

として設置された特設ウェブサイトでは、トップページでCAVEX II事業の概要や参加国を紹介

するとともに、バーチャル展示会への入口が置かれた。  

 

特設ウェブサイト：トップページ(日本語・ロシア語) 
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 また、国別ページでは当該国についての基礎情報を紹介、B2B（商談会）の候補となる各国

の参加企業・組織・政府機関の情報を掲載し、ナショナルウィークに開催されるオンラインイ

ベントへの参加やB2B（商談会）の希望、問い合わせを受け付けた。  

 カザフスタンからは特設ウェブサイトおよびバーチャル展示会の出展者として、20の機関・

企業が参加した。  

特設ウェブサイト：カザフスタンページ(日本語・ロシア語) 
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ＣＡＶＥＸＩＩ参加企業一覧：カザフスタン 

 

１  

【企業名】株式会社「情報会計センター」（財務省）  

【ウェブサイトURL】http://www.iuc.kz/ （ロシア語）／  

https://www.gosreestr.kz/en/ （英語）  

【活動分野】国有財産・民営化の算定と運用、金融報告書の受託、有価証券市場における専門

的活動、穀物受領書（有価証券）保有者国家電子目録構築と運用  

２  

【企業名】有限責任事業組合「SK-Pharmacy」  

【ウェブサイトURL】https://sk-pharmacy.kz/eng/ （英語）  

【活動分野】カザフスタン共和国予算による薬剤・医療機器の安定買付  

３  

【企業名】国営鉱業企業「タウケン・サムルク」  

【ウェブサイトURL】https://tks.kz/en/ （英語）  

【活動分野】金の精錬、パートナーとの共同投資プロジェクト実施（アライグィル鉱区の多金

属鉱山採掘・加工、精錬工場建設によるキジルオルダ州シャルキヤ鉱区多金属鉱山の産業開発、

カラガンダ州北カトパル及びヴェルフニエ・カイラクティ鉱区におけるタングステン・モリブ

デンの探鉱など）  

４  

【企業名】投資発展都市センター「アスタナインベスト」  

【ウェブサイトURL】https://investinnur-sultan.kz/en/ （英語）  

【活動分野】ヌルスルタン市の投資魅力度改善に係る分析研究、投資家の活動に対する情報提

供、ヌルスルタン市における官民連携プロジェクトに対するコンサルテーション  

５  

【企業名】有限責任事業組合「YDD Corporation」  

【ウェブサイトURL】https://yddcorp.kz/ （ロシア語）  

【活動分野】フェロシリコンの製造  

６  

【企業名】OQUDA株式会社  

【ウェブサイトURL】https://www.oquda.com/ （英語）  

【活動分野】外国の教育機関の学生募集に関する、専門家と組織向けのB2Bプラットフォーム  

７  

【企業名】有限責任事業組合「Cerebra.ai」  

【ウェブサイトURL】https://cerebra.kz/ （英語）  

【活動分野】神経放射線分野で虚血性脳卒中と出血性脳卒中の自動診断に用いられる人口知能  

８  

【企業名】有限責任事業組合「WebTotem」  

【ウェブサイトURL】https://webtotem.kz/ （ロシア語）  

【活動分野】新たなサイバー脅威からの企業のウェブサイトの保護および24時間体制でのウェ

ブサイトの安全管理サポート  

９  

【企業名】有限責任事業組合「Clockster」  

【ウェブサイトURL】https://clockster.com/en/ （英語）  

【活動分野】中小企業向け従業員管理用クラウドサービス  
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10 

【企業名】有限責任事業組合「Kids Security」  

【ウェブサイトURL】https://eng.kidsecurity.net/ （英語）  

【活動分野】位置情報測定技術を利用した子供の安全のためのモバイルアプリケーション  

11 

【企業名】有限責任事業組合「TENIR Logistic」  

【ウェブサイトURL】https://www.invest.gov.kz/ （英語）  

【活動分野】二酸化チタン・特殊鋼・二酸化ケイ素の生産、チタン・マグネタイト鉱の精鉱品

を生産する鉱業・化学冶金コンプレクスの建設  

12 

【企業名】有限責任事業組合「KazCobalt」  

【ウェブサイトURL】https://www.invest.gov.kz/ （英語）  

【活動分野】シェフチェンコ鉱床コバルト・ニッケル鉱石の採掘および精鉱  

13 

【企業名】有限責任事業組合「カラガンダポリマーメタル」  

【ウェブサイトURL】－  

【活動分野】金属製品の加工およびコーティング  

14 

【企業名】株式会社「Kazenergokabel」  

【ウェブサイトURL】http://www.kazkabel.kz/en/ （英語）  

【活動分野】１万8,000点以上の品目のケーブル・電線類製造  

15 

【企業名】有限責任事業組合「SSAP」  

【ウェブサイト URL】http://www.ssap.kz/en/?lang=en （英語）  

【活動分野】工業用硫酸の生産  

16 

【企業名】農業生産協同組合「Ertis Agro」  

【ウェブサイト URL】http://ertyscoop.com/ （ロシア語）  

【活動分野】油糧作物および穀物の生産・加工・販売と保管・流通  

17 

【企業名】有限責任事業組合「Belsan I K」  

【ウェブサイト URL】https://www.invest.gov.kz/ （英語）  

【活動分野】羊毛の一次加工（高度な加工と繊維の除去（カシミア）を含む）、洗浄、ウールト

ップの生産  

18 

【企業名】経済特区「パヴロダル」運営会社  

【ウェブサイト URL】https://sezpv.com/ （英語）  

【活動分野】パヴロダル経済特区におけるアルミ箔製造工場の建設  

19 

【企業名】有限責任事業組合「Bal Textile」  

【ウェブサイト URL】https://baltekstil.kz/en/main/ （英語）  

【活動分野】合成プロピレン糸を原料とする絨毯および絨毯製品製造  

20 

【企業名】養蜂農場「Paseka」  

【ウェブサイト URL】http://paseka-111.kz/ （英語）  

【活動分野】養蜂製品（天然はちみつ、花粉、ビーポーレン、ローヤルゼリー、蜜蝋）の生産・

加工・分包・販売  
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２．バーチャル展示会  

 

 2022年１月24日（月）からは、バーチャル展示会を開催した。バーチャル空間に設けられた

展示会の会場に各国のナショナルブースが設置された。  

 国旗をモチーフとした国別カラー（カザフスタン：水色、ウズベキスタン：黄緑、キルギス：

赤、タジキスタン：金、トルクメニスタン：深緑、日本：白）や民族的模様で飾られたナショ

ナルブースでは、各国（タジキスタンを除く）の挨拶動画が放映され、来場者を出迎えた。ブ

ース内には、B2B（商談会）の候補となる企業・組織・政府機関のパネルが掲示され、パネルを

クリックすると基礎情報や製品・プロジェクトを紹介するカード、動画などの展示コンテンツ

を見られる仕組みとなっている。また、ブース内にはスクリーンが設置され、そこでも国や企

業の紹介動画、またオンラインイベント後にはアーカイブ動画を見ることができる。  

 それぞれのブースでは、ナショナルウィーク中に開催するオンラインイベントへの申し込み

をはじめ、B2B（商談会）希望や問い合わせを受け付けたほか、対象国に関する基礎情報をQ&A

形式で掲載し、情報提供を行った。また新たな試みとして、ブース・オペレータとして登録し

た各国の現地事務局がチャットや名刺交換等、来場者とダイレクトに交流できるコミュニケー

ション機能を設けた。  

 展示会場の中央に設置された特設スクリーンは、ナショナルウィークごとに対象国のPR映像

に切り替わり、こちらでも当該国のブース内と同様の動画コンテンツを見ることができる。  

 

バーチャル展示会会場
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バーチャル展示会：中央スクリーン(カザフスタン・ナショナルウィーク) 

 
 

バーチャル展示会：カザフスタンブース 
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バーチャル展示会：カザフスタンブース(挨拶動画) 

 
バーチャル展示会：カザフスタンブース(Ｑ＆Ａ) 

 
バーチャル展示会：カザフスタンブース(オンラインイベント案内) 
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バーチャル展示会：カザフスタンブース(企業情報) 

 
バーチャル展示会：カザフスタンブース(ＰＲ動画) 

 
バーチャル展示会：カザフスタンブース(オンラインイベントアーカイブ動画) 
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カザフスタン概要 

 

(一社)ロシアNIS貿易会 

2021年10月現在 

 

１．基本情報 

（１）地勢：旧ソ連中央アジアの北部、ユーラシア大陸の真ん中に位

置する。国土の大半が草原。カスピ海周辺に石油・天然ガ

ス、また全国土にウラン、鉄鉱石、銅など豊富な鉱物資源

が埋蔵する。 

（２）面積：272万4,900km2（日本の7.2倍） 

（３）人口：1,888.0万人（2021年初） 

（４）首都：ヌルスルタン市（旧アスタナ） 

（５）主要都市：アルマトィ（197.7万人）、ヌルスルタ

ン（118.4万人）、シムケント（107.4万人）、

アクトベ（51.2万人）、カラガンダ（50.1万

人）など（2021年初）。 

（５）民族：カザフ人（68.5％）、ロシア人（18.9％）、

ウズベク人（3.3％）、ウイグル人（1.5％）、

ウクライナ人（1.4％）など（2020年初）。

カザフ人はもともとアジア系の遊牧民族。 

（６）言語：国家言語はカザフ語（トルコ語系の言語）。ただし、ロシア語も憲法上の公式

言語として広範に使用される。 

（７）宗教：カザフ人、ウズベク人はイスラム教スンニ派（ただし、戒律は中東・湾岸に比

べると厳しくはない）、ロシア人はキリスト教のロシア正教。 

 

２．政治情勢 

（１）独立 

1991年12月 ソ連邦解体とともに独立。（それまではソ連邦を構成するカザフ・ソヴ

ィエト社会主義共和国） 

 

 

（出所）外務省ウェブサイトより 
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（２）大統領 

K.トカエフ（TOKAYEV, Kasym-Zhomart Kemelevich）。1953年生れ（68歳）。前政権下

で外相、副首相、首相等を歴任した重鎮で、前大統領に極めて忠実な人物として知られ

る。1919年３月のナザルバエフ大統領辞任表明の際、上院議長であったため憲法の規定

により大統領に就任、同年６月の選挙によって大統領に選出される（得票率：70.76％）。 

 

（参考）N.ナザルバエフ（NAZARBAYEV, Nursultan Abishevich）。1940年生れ（81歳）。

1991年12月、国民の直接投票により初代大統領に選出。以降、2019年３月まで30年近く

その座にあったが、突然辞任を表明した。ただし、憲法および特別法により同氏には初

代大統領として多くの終身特権が認められており、現状を事実上の院政とする見方もあ

る。 

 

３．経済状況 

（１）経済水準 

 （イ）GDP（2020年）： 1,647.9億ドル。 

 （ロ）国民１人当たりGDP（2020年）：8,732.6ドル（推定値）。 

 （ハ）1人あたり名目平均月額給与（2020年）：21万3,003テンゲ（約496ドル）。 

（２）主要産業・輸出品 

（イ）主要産業：石油・金属、石炭等の地下資源採掘、鉄・非鉄金属産業、農業（穀物）。 

（ロ）主要輸出品：原油、鉄・非鉄金属、穀物。 

（３）経済指標（前年比増減率、％） 

表１ カザフスタンの主要経済指標  

（前年同期比実質増減率、％） 

 2015 2016 2017 2018 2019 2020 

国内総生産（GDP） 1.2 1.1 4.1 4.1 4.5 ▲2.6 

鉱工業生産 ▲1.6 ▲1.1 7.3 4.4 4.1 ▲0.7 

農林水産業生産 3.4 5.4 3.1 3,5 ▲0.1 5.6 

固定資本投資 3.7 2.0 5.8 17.5 8.8 ▲3.4 

商品小売販売高 ▲2.5 2.0 2.7 5.7 5.9 ▲4.1 

インフレ率（消費者物価指数） 6.6 14.6 7.4 6.0 5.3 6.8 
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４．貿易・投資 

（１）貿易 

 （イ）貿易額 

   輸出（2020年）：469億4,970万ドル。 

   輸入（2020年）：380億8,140万ドル 

 （ロ）主要貿易国 

   輸出（2020年）：①米国（19.2%）、①オランダ（14.2%）、③ドイツ（10.4%）。 

   輸入（2020年）：①ドイツ（34.9%）、②米国（16.8%）、③ウクライナ（12.8%）。 

（２）日本との関係 

 （イ） 2019年度までの日本の対カザフスタン累計援助額は有償、無償、技術協力あわせ

約1,151.4億円。2000年以降のカザフスタンの急速な経済成長を受け、過去10年は

有償の大型案件はほとんどなくなっており、他の中央アジア諸国とは異なりドナ

ーとしての日本の存在感は小さい。 

カザフスタンの貿易に占める日本の比率は過去５年間、輸出入ともに総額の1～2％

の間を推移、大きな変化はない。二国間の貿易は同国の独立以来、ほぼ一貫して日

本の入超で、輸入はかつてその全量がフェロアロイ（合金鋼）であったが、近年、

原油が主要輸出品目に加わった。カスピ海沖の石油開発に日本企業が参加している

ことによるもので、中央アジア地域では珍しい大型直接投資案件となっている。 

 （ロ）日本との貿易 

   日本の輸出（2020年）：３億6,207万ドル。自動車（40.9%）、鋼管（20.3%）、鉱山・

建設用機械（9.3%）。 

   日本の輸入（2020年）：７億4,563万ドル。原油及び粗油（46.8%）、合金鋼（48.3％）。 

 （ハ）二国間条約 

2004年8月 日・カザフスタン技術協力協定署名（2005年6月発効）。 

2008年12月 日・カザフスタン租税条約署名（2009年12月発効）。 

2010年3月 日・カザフスタン原子力協定署名（2011年5月発効）。 

2014年10月 日・カザフスタン投資協定署名（2015年10月発効）。 

 （ニ）在留邦人数（2019年10月現在）：171人。（外務省ウェブサイトより） 

 

※数値の出所は特に断りのない限り、カザフスタン国家経済省統計委員会、CIS統計委員会、

IMF、日本外務省、日本財務省。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度国庫補助事業 

中央アジア地域等貿易投資促進事業 

中央アジア投資環境整備・ビジネス振興事業 

産業育成ビジネスマッチング事業 

 

第２回中央アジア・バーチャルＥＸＰＯ(ＣＡＶＥＸⅡ) 
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